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i PredPol は，Larry Samuels，Jeffry Brantingham，George Mohler らによる PREDPOL 社の登録
商標（http://www.predpol.com/：最終閲覧日 2019年 9月 19日）． 
ii RTMは，Leslie Kennedy や Joel Caplanらが運営するラトガース大学の公共安全センター
（Rutgers Center on Public Security）が提供するシステム（http://www.rutgerscps.org/：最終閲
覧日 2019年 9月 19日）． 
iii 各国で用いられている（あるいは，用いられていた）地理的犯罪予測システムには，以
下のようなものがある．米国では，PredPol，RTM，Hunchlab，イギリス，ウルグアイでは


















型警察活動（Predictive Policing）が，2010 年代以降米国でさかんに行われている．2009 年と
2010 年には，米国国立司法研究所（National Institute of Justice，以下，NIJ）により，予測型警
察活動に関するシンポジウム（Predictive Policing Symposium）が開催され，全米から研究者，
実務家，法執行機関の長などが参加し，予測型警察活動のコンセプトや実装の方法，および
限界などについての議論がなされた（National Insitute of Justice, 2012; Uchida, 2009）．なお，
2011 年には，“Predictive Policing”が，Time誌の“The 50 best Inventions of The Year 2011”に
選定されており，犯罪の予測とそれに基づく警察活動に対する社会的な関心も高いといえる．




イスではドイツ同様 PRECOBS，オランダでは CAS，イタリアでは KeyCrime，フランスで
は expert system，ブラジルでは ROTA-Analyticsという地理的犯罪予測のシステムをそれぞ
れ導入した実績がある．なお，チリではシステムの名称は不明であるが，チリ大学の
Center for Analysis and Modeling in Security（CEAMOS）の研究者らが，2015 年以降にチリ
国家憲兵とソフトウェアの実証実験を行っており，現在は 72の自治体で犯罪分析プラット
フォームに予測が組み込まれている（CEAMOS, 2018）． 
iv ベルギーでは，iPoliceという名称のシステムの導入が 2020 年に予定されている
（Flandersnews.be, 2018）．また，スペインではスペイン国立警察局とグラナダ大学が P3-
DSSという地理的犯罪予測・パトロール最適化システムを共同開発している（Camacho-
Collados and Liberatore, 2015）． 
v Real-Time Crime Forecasting Challengeでは，共通のデータセット（オレゴン州ポートラン
ドにおける 5年分の通報データ）を用いながら，Student 部門（全 5名），Small Team / 




図 1-1 米サンタクルーズ市警での犯罪予測システム活用の様子（Government 
Technology, 2016） 





導入されている手法を参考に共同開発した犯罪予測システムの運用を 2016 年より開始（図 
1-2）している．また，2018 年には神奈川県警が，日立製作所と人工知能を活用した犯罪・事
故発生予測システムの共同開発と導入を目指して研究者らと調査研究会を立ち上げ，翌年に








図 1-2 京都府警の犯罪予測システム導入について伝える新聞記事 
（日本経済新聞 2017 年 1 月 7 日付） 
 
 
図 1-3 神奈川県警と研究者らの犯罪予測調査研究会について伝える新聞記事 










図 1-4 長野県警の犯罪予測システムに関する予算要求について伝える新聞記事 
（信州毎日新聞 WEB 版 2018 年 12 月 20 日付） 
 
 
図 1-5 警視庁の犯罪予測活用検討について伝える新聞記事 
（日本経済新聞 2019 年 2 月 9 日付） 
 
1.1.2 データに基づく犯罪対策をめぐるわが国の社会状況 





























はそれ自体が地域における犯罪被害発生のリスクを高め（Osborn et al., 1992），人種・民族多
様性の増加 ixや住民組織加入率の低下xなどは，社会解体を進行させ，治安の悪化を招く
（Sampson and Groves, 1989）．こうしたわが国の社会状況を鑑みると，今後の治安情勢は必ず
 
vi たとえば，英雑誌「エコノミスト（Economist）」の調査部門 Economist Intelligence Unit
（2019）が公表している Safe Cities Index 2019では，世界 60都市を「サイバーセキュリテ
ィ（Digital Security）」，「医療・健康環境の安全性（Health Security）」，「インフラの安全性
（Infrastructure Security）」，「個人の安全性（Personal Security）」の計 4つの観点から評価し
ている．このうち，犯罪発生率や警察の関与レベル等から評価される「個人の安全性」で
は，東京が 4位，大阪が 7位となっている．なお，4つのカテゴリの総合評価としての
「総合スコア」をみると，東京は 1位，大阪は 3位となる． 
vii わが国の刑法犯認知件数総数（自動車運転過失致死傷，危険運転致死傷等を除く）は，
戦後最大となった 2002年の 2,853,153 件から，2017 年では 915,042 件と 7割近く減少して
いる．罪種別にみても，刑法犯の多くを占める「窃盗」，凶悪犯としての「殺人」，「強
盗」，「放火」，「強制性交等（旧法では強姦）」は，2002 年から 2017 年にかけて，多少の増
減はありつつも全体としては減少傾向にある（2002 年と比べ 2017 年では，「窃盗」は
72.4%，「殺人」は 34.1％，「強盗」は 73.5%，「放火」は 47.6%，「強制性交等」は 52.9%，
それぞれ減少）．これらの数字は，犯罪白書（法務省，2019）を参考に作成した． 
viii 平成 27年国勢調査結果（総務省統計局，2016）では，日本の単独世帯（世帯人員が 1
人の世帯）数は 2015年時点で約 1,841万世帯にのぼり，一般世帯数に占める割合は 2000
年から約 7%（2000年：27.6%→2015年：34.6%）増加している．また，国立社会保障・人
口問題研究所（2018）による推計では，2040 年には単独世帯数は約 1,994 万世帯となり，
一般世帯数に占める割合は 39.3%と約 4割に達すると予想されている． 
ix 平成 27年国勢調査結果（総務省統計局，2016a）では，日本の外国人人口は 2015年時点




加入」が 31.9%であったのに対し，2013年調査時点では 10.9%にまで低下している． 

















xi 地方警察官退職者数については，平成 29 年警察白書 WEB 版（警察庁，2018），および平
成 28年警察白書 WEB版（警察庁，2017）から，採用試験実施状況は，平成 28 年警察白書
WEB版（警察庁，2017），および平成 27年警察白書 WEB版（警察庁，2016）からそれぞれ





年には認知件数が約 2万 5千件に達した（警察庁，2010）．その後は漸減し，2010 年には
約 6千 8百件にまで減少したものの，2011 年以降また増加に転じ，2017 年には約 1万 8千
件にまで達しており，認知件数ベースでは，かつての水準に戻りつつある．なお，特殊詐









「その他の住宅」の合計）は，2003 年では約 659 万戸から，2013 年では約 820 万戸にまで
増加し（総務省統計局，2016b），空き地（「屋外駐車場」，「資材置き場」を除いた「利用し
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で紹介した Real-Time Crime Forecasting Challenge では，犯罪発生が十分な水準である場合に
は，単純なモデルでも競争力がある一方で，犯罪発生が低頻度な場合には，洗練されたモデ
ルでも効果的・効率的な予測ができなかったことが明らかにされている（National Institute of 
Justice, 2019）．また，頻度の異なる罪種間で予測手法を適用・比較した研究では，いずれも低
頻度な犯罪で予測精度が低くなることが確かめられている（Giménez-Santana et al., 2018; 
Kocher and Leitner, 2015; Valasik, 2018）．街頭犯罪のような，地理的犯罪予測の主な対象となる
 
ていない（空き地・原野など）」を指す）の数は，2003 年では約 681 km2から，2013 年で
は約 981 km2にまで増加している（国土交通省，2015）． 




xvi たとえば，平成 30年版犯罪白書（法務省，2019）では 2011年から 2015年の日・仏・
独・英・米国間で「殺人」，「強盗」，「窃盗」，「強制性交等」の発生の多寡を比較してい
る．全ての国の数値が比較可能な 2014年（2015年は，英国が「殺人」の数値を除き非公
表のため）について，10 万人あたりの発生件数をみると，「殺人」では日本が 0.3 件のとこ
ろ，仏：1.2 件，独：0.9件，英：0.9 件，米：4.5件，「強盗」では日本が 2.4 件のところ，




















が古い（Groff and La Vigne, 2002; Perry et al., 2013），一部の手法しか取り上げられていない
（Fitspatrick et al., 2019; Hardyns and Rummens, 2018; Khairuddin et al., 2019; Shaerpour et al., 2013; 
Zhao and Tang, 2018）といった問題点がある．そのため，地理的犯罪予測研究がさかんな諸外
国においてさえも，予測手法の体系的な整理がいまだ行われておらず，全体としての見通し
がついていない．加えて，種々の予測手法を横並びで比較・評価した研究もいくつか見られ
る（Adepeju et al., 2016; Chainey et al., 2008; Drawve, 2014; Drawve et al., 2014; Hart and Zandbergen, 










招くだろう．たとえば，2013 年に PredPol を導入したイギリスのケント警察（予測システム

























































研究 II-2-1 では，研究 II-1 で提案された予測手法から具体的な予測モデルを作成，財産犯
罪の一つである車上狙い・部品狙いに適用し，予測性能を評価する（5章）． 
研究 II-2-2 では，研究 II-1 で提案された予測手法から具体的な予測モデルを作成，身体犯
罪の一つである痴漢に適用し，予測性能を評価する（6章）． 
研究 II-2-3 では，研究 II-1 で提案された予測手法から具体的な予測モデルを作成，知能犯
罪の一つである還付金等詐欺に適用し，予測性能を評価する（7章）． 
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図からは，1970-1980年では累計 2 件，1981-1990 年では 9件であるのに対し，1991-1999 年
 
ii 実際には，”crime” & ”forecast”，もしくは”crime” & “predict”の両者に該当するものが存在
するため，”crime” & ”forecast” & “predict”についても検索し，ヒットした件数を重複分とし
て除いた数を用いた． 
 
図 2-1 キーワード検索結果，および背景にある研究・社会的動向 
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では 288 件と，特に 90 年代に入ってから研究が加速していった様子がみてとれる．さらに
2000 年代前半には，年に 100前後の研究例がコンスタントに見られるようになり，2009 年以
降は 200件を超えるオーダーで推移している． 
犯罪学分野で予測が取り上げられるより少し前，1970 年代初頭には，Jeffery（1971）の「環




また，70年代終わりから 80年代前半にかけては，Cohen and Felson（1979）による日常活動




















iii 日常活動理論（Routine Activity Theory）では，犯罪の発生する時空間が，動機づけられた
犯行者（motivated offenders），適当な犯行対象（suitable targets），有能な守り手の不在
（absence of capable guardians）の 3つの要素を備えていると説明される．また，これらの
要素が同時に揃うことを阻止することで，犯罪を防ぐことができると主張する． 
iv 犯罪パターン理論（Crime Pattern Theory）では，犯罪を行いうる者が，日常的な活動空間
や人間関係における行動パターンの中で，犯行の機会を見出すことで犯罪が発生すると説
明する（Brantingham and Brantingham, 1993）． 
















同種の予測の例は，1990 年代にも多く見られる（Deadman and Pyle, 1997; Dhiri et al., 1999; 









































series-data/：最終閲覧日 2019年 10月 4日）． 






















































犯罪のリスクは，空間だけでなく時間的な異質性をも備えている（Felson and Poulsen, 2003）．
あるいは，時間とともにリスクが空間的に伝播しうる（Cohen and Tita, 1999）．また，ホット
スポット自体も比較的短期的に出現・消失するものが存在する（Ratcliffe, 2004; Townsley, 2008; 
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Analysis of Crime：Monmonier, 1997）がある．この手法は，対象地域に，円状の走査領域をも
うけ，中心をずらしながら円領域内の犯罪発生率を検定していくものである．同手法は，犯
罪分析ソフトウェアの CrimeStatviiiに実装されていることもあり，これを用いた予測研究もい
くつか見られる（Drawve, 2016; Hart and Zandbergen, 2012; Levine, 2008; Polat, 2007; Van Patten 




Statistics，以下，STSS：Kulldorff et al., 1998）が多く用いられている．適用例としては，犯罪
の前兆事案（Crime Leading Indicator，あるいは単に Leading Indicatorix）の時空間クラスタを求
め，ターゲットとなる暴力犯罪のクラスタをどの程度予測できるかを検証したもの（Neill and 





スキャン統計量，すなわち，予見的な時空間スキャン統計量（Prospective Space-Time Scan 





Likely Cluster）とするが，Veloso et al.（2016）では点過程を用いた Assunção and Correa（2009）
の手法を改良することにより，多重検定の問題を回避しつつ，2番目以降の有意な集積を同時
に検出するための簡便な方法として，MAD-STEC（Multiple Automatic Detection of Space-Time 
Emerging Cluster）を提案している．彼らは，ブラジルのベロ・オリゾンテでの路上強盗のデ
 
viii CrimeStatは，米国テキサス州の政策系シンクタンク，NED LEVINE & ASSOCIATES
が，NIJから資金提供を受けて開発した空間的犯罪分析のためのソフトウェアである． 




x なお，予測を目的としたものではないが，日本国内でも，Nakaya and Yano（2010）が
STSSを京都市で発生したひったくりに適用し，時空間的集積を検出している． 
xi ここまでに紹介した STSS，および PSTSSは Kulldorff 自身が開発した SatScanというフリ
ーソフトにより実行可能である．ホームページ https://www.satscan.org/で公開されており，
2019年 10月 1日時点で Ver. 9.6 が最新となっている． 
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victimization：Farrell and Pease, 1993），またその周辺で繰り返し発生する近接反復被害（near-
repeats：Townsley et al., 2003）が見られることが知られている．たとえば，住宅侵入盗の発生
後，少なくともむこう 2週間は，被害宅から 200m 範囲内のエリアで再被害リスクが高まり，
距離が離れる，もしくは時間が経過することでそのリスクは減衰するという（Johnson et al., 
2007）．また，時間の経過とともに減衰するリスクの絶対量は，距離の隔たり度合いによって
変動する（Bowers and Johnson, 2004）が，これは時空間相互作用（space-time interaction）など
と呼ばれる． 






（Prospective Mapping，あるいは ProMap と呼称される，以下 ProMap で統一）と呼ばれ，単








体を時間軸上に拡張した時空間 KDE（中川ら，2018; Hu et al., 2018）や，道路ネットワーク上
での時空間 KDE（Network-Time KDE：Rosser et al., 2016）を犯罪予測に適用した例も存在す
る． 
また，ProMap と同様に，近接反復被害に着目しつつ，確率点過程を用いてこれをモデリン









らに，誘発関数から異方性を取り除いたもの（Rosser and Cheng, 2016），誘発関数を偏微分方





































罪発生件数を 2倍多く予測したことが報告されている（Caplan et al., 2011）．なお，この手法
を最初に犯罪予測に適用した先駆的研究として，Groff and LaVigne（2001）がセル単位で都市
を分割し，物理構造的要因の重ね合わせをもとに住宅侵入盗を予測したものがある．この研
究が RTM の源流といえる． 
その後，Caplan らは RTM を発展させ，各要因の重み付けに関して，ターゲットとなる犯罪










小さい方が選択される）して，変数選択，各要因の incidence rate ratio，およびリスク面地図の
出力が自動で行われる．さらに最近では，リスク面地図をそのまま Google Mapや Google Earth
に出力して閲覧可能となるなど，改良が進んでいる．これらの手順を実行するソフトウェア





が結果として犯罪リスクの大きさを予測しているといえる．この点は，4 節 3 項や 4 節 4 項
で紹介した，過去の犯罪発生データによる予測，すなわち，顕在化されたリスクに基づく予
測と大きく異なる点であるといえよう．Caplan et al.（2011）では，精度検証のための予測対
象期間を 6ヵ月と，比較的長期間に設定しているが，これはこうした RTM の性質を考慮した
ものと解釈できる．また，Caplanらは RTM による予測に基づき，警察，および地域のステー
クホルダー（住民組織，商店会，店舗のオーナー，自治体関係者等）と連携してあたる犯罪予
防活動 ACTION（Assessment of the risk narrative，Connections，Task management，Intervention 
planning / implementation，Outcome evaluation，Notifying others の頭文字）を提案しているが，




象とした研究（Barnum et al., 2017; Burgason, 2017; Caplan et al., 2017; Caplan et al., 2013; Chillar 
and Drawve, 2018; Connealy and Piza, 2019; Drawve et al., 2016; Drawve and Barnum, 2017; Dugato, 
2013; Gerell, 2018; Giménez-Santana et al., 2018a; Kennedy et al., 2016; Kennedy et al., 2011; Piza 
and Gilchrist, 2018; Thomas and Drawve, 2018; Valasik, 2018）が中心だが，侵入盗，車上狙い，
自動車盗といった財産犯罪（Andresen and Hodgkinson, 2018; Caplan et al., 2015; Dugato et al., 
2018; Kocher and Leitner, 2015; Moreto et al., 2014; Piza et al., 2016; Vildosola et al., 2019）にも適
用されている．さらに，カージャック（Lersch, 2017），海賊行為（Moreto and Caplan, 2010），
テロ（Onat and Gul, 2018），違法薬物市場（Escudero and Ramirez, 2018）の予測といった，これ
まで地理的犯罪予測が適用された例のない罪種に用いられた例もある．また，犯罪ではない












可能となっている（http://www.rutgerscps.org/rtmtce-program.html：最終閲覧日 2019年 10 月
2日）． 




































は，シカゴ市の任意の地点（緯度経度 0.001 度）での犯罪発生（31 罪種混合）をデモグラフ
ィック，住宅，経済，教育，気候に関する情報（これらはどのような指標かは詳細不明）に加
え，Google Street Viewの画像データを用いてディープニューラルネットワーク，SVM や KDE
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ングする TCP（Temporal-Spatial Correlations for Crime Prediction）なるモデルを提案し， ARMA












より，犯罪発生確率（犯罪発生が 1 件以上となる確率）を 32 m 四方のグリッドセルごとに，
月単位で求めている．彼らは，これを Spatio-Temporal GAM（ST-GAM）と呼び，さらに分析
対象である市全体をいくつかの地区に分け，その地区ごとに回帰式を推定する Local Spatio-
Temporal GAM（LST-GAM）も同時に提案している．なお，Wang et al.（2012）では，同じデ
ータセットを用いながら，シャーロッツビル市のローカルテレビ局のツイッターから発信さ
れるテキスト情報を ST-GAM の予測に取り入れたモデルを考案している．他にも，Rummens 
et al.（2017）は，オランダで実装されている地理的犯罪予測システム CASと同様の方法論で，
ベルギーのある都市部（人口 25万人超）で 200 m四方のセルごとに，住宅侵入盗，路上強盗，










用し，RF，SVM，K近隣法，移動平均（過去 11ヵ月の平均）と比較している．Rumi et al.（2018）
は，オーストラリアのブリスベン市，米国のニューヨーク市の 2 都市で，窃盗，不法侵入，
薬物犯罪，交通犯罪，詐欺，暴行の 6 罪種を対象とし，国勢調査区ごとに（ブリスベン市で



















































たものである．これに対し，Cohen et al.（2007）xvはピッツバーグ市を 4000 フィート（約 1.2 
 
xv Cohen et al.（2007）は，NIJ の「犯罪ホットスポット予測に関するプロジェクト（Crime 
Hot Spot Forecasting）」の研究結果（Gorr and Olligschlaeger, 2002）をもとに作成されてい







に，国勢調査集計地区（1 地区あたり平均面積約 1.9 km2）ごと，年単位での混合モデル（年
の固定効果，地区の変量効果）を適用し，変量効果の大きさで将来の犯罪集中地区を予測し
ている．当該研究では，予測変数として低所得世帯率，公的扶助受給者率という社会経済的












































































まず，4節 3項で紹介したクラスタ検出手法について，Neill and Gorr（2007）のモデルから，
Daniel NeillとWilpen Gorrがシカゴ市警と CrimeScanというシステムを共同開発し（Fitspatrick 
et al., 2019），現在はピッツバーグの警察活動に取り入れられている（NBC NEWS MACH, 2017）． 
4 節 4 項で紹介した Mohler らの研究者グループは，SEPP モデルをもとに犯罪予測システ
ム PredPol を開発しているが，予測型警察活動，および地理的犯罪予測に対する関心の高まり
は，PredPol が，米国サンタクルーズ市やロサンゼルス市で成果を挙げたとの報道がなされた
ことがきっかけとなっている（Perry et al., 2013）．PredPol に関しては，多くのメディアで報道
されたために，社会的な知名度が高いことも，特筆すべき点として挙げられる．PredPol は，















et al., 2018）． 
4 節 5 項で紹介した RTM は，既に述べた通り，RTMDx というソフトウェアとして販売さ
れており，ニューヨーク，シカゴ，アトランティックシティといった米国の都市のほかに，
ヨーロッパ（パリ，ミラノ），南米（ボゴタ）でも採用されており（Caplan et al., 2016），警察
実務における普及率を着々と向上させている． 
4 節 6 項で紹介した機械学習による予測システムとしては，まず，Donald Brown が開発に
携わったWebCAT（Web-Based Crime Analysis Toolkit）が挙げられる（Mitchell et al., 2007）．こ





Anticipation System）が挙げられる．CAS に関する資料は限られるが，WEB 上で公開されて





4節8項で紹介した手法の実装としては，Ratcliffe et al.（2016）の執筆者である Jerry Ratcliffe，
Ralph Taylor らが，Azavea 社と共同開発した PROVE（Prediction of Repeat Offending and 
Victimization in the Environment）というソフトウェアが，WEB 上で無料公開されている
（https://www.hunchlab.com/tools/prove/）．アルゴリズムは，4 節 7 項において紹介した通りで
ある． 
最後に，米国で PredPol と並んで著名な地理的犯罪予測システムである Azavea 社xviiの
Hunchlab について紹介する．Hunchlab に関する詳細は，学術研究ではなく Azavea 社の公開
するWEB上の情報に限られるが，それらの資料によるとxviii，Hunchlab では 500 フィート（約
 
xvii Hunchlab は，2018年に ShotSpotter 社に売却された（https://www.shotspotter.com/press-
releases/shotspotter-announces-acquisition-of-hunchlab-to-springboard-into-ai-driven-analysis-and-
predictive-policing/：最終閲覧日 2020 年 1月 30日）が，開発は Azavea社が手掛けたもので
あること，同社が複数の犯罪予測システムの開発に関与していることを鑑み，ここではあ
えて Azavea 社の名で紹介する． 
xviii ここで参照した資料は，Hunchlab について説明した SlideShare のスライド（https://ww










ムは，4節 7項で紹介したカテゴリに入ると考えられる．なお，Azavea社の Hunchlab 開発責

























0-predictive-missions-under-the-hood：ともに最終閲覧日 2019 年 10月 10日），および PDF資
料（https://cdn.azavea.com/pdfs/hunchlab/HunchLab-Under-the-Hood.pdf; http://robertbrauneis.net
/algorithms/HunchLabACitizensGuide.pdf：ともに最終閲覧日 2019年 10 月 10 日）である． 
xix IBM 社の Blue CRUSH（http://www-03.ibm.com/press/us/en/pressrelease/32169.wss：最終閲
覧日 2019年 10月 10日），Hitachi Data Systems社の Predictive Crime Analytics（https://ww
w.hds.com/en-us/news-insights/press-releases/2015/gl150928.html：最終閲覧日 2019年 10月 10
日），Motorola Solutions社の Command Central Analytics（https://www.motorolasolutions.com/
content/dam/msi/docs/products/command-center-software/records-and-evidence/commandcentral-an
alytics/is-my-crime-analytics-software-predictive-white-paper.pdf：最終閲覧日 2019 年 10 月 10
日），LexisNexis社の Accurint Crime Analysis Workstation（https://risk.lexisnexis.com/-/media/
files/government/brochure/accurint-crime-analysis-workstation%20pdf.pdf：最終閲覧日 2019年 1
0月 10 日）などがこれに該当する． 























ータを公開し始めた．こうしたデータは，4 節 4 項で取り上げたような予測手法を実行する
には不十分だが，4節 3項におけるスキャン統計量，4節 5項における RTM，4節 7項におけ
る地区単位での予測等には，十分に活用できるだろう．また，日本は諸外国に比して犯罪の
発生件数そのものが少ないとされるが，犯罪と関連する都市の地理的・社会的要因の存在は
確認されており（たとえば，島田・原田，1999; 雨宮，2013; 樋野・小島，2007; 上杉・樋野，
2015），これらの知見は，潜在的なリスクの推定に活用することができよう． 









なお，手法の利用可能性の点からは，4 節 3 項で紹介した予見的な時空間スキャン統計量
は無料のソフトウェアとして公開されていること，4節 4項で紹介した ProMapなどは，汎用
の GIS ソフトウェアに実装されていることから，他の手法に比べて利用しやすいものと思わ




いう時空間情報のみを必要とする 4 章 3 節，4 章 4 節などで紹介した手法は，相対的に実行
が容易であるといえる．警察などの実務家が，手元の情報で試すこともできるだろう． 










1) 雨宮護 (2013) 潜在成長曲線モデルを用いた地区レベルでの犯罪の時系列変化と地
区環境との関連の分析.「都市計画論文集」, 48(3), 351-356. 
2) 雨宮護・島田貴仁・中谷友樹・樋野公宏・高橋あい (2018) 子供・女性に対する脅威
事案は性犯罪等のリスクを高めるか？：子供・女性の性犯罪等における先行指標の
検討，「都市計画報告集」，17，216-222. 
3) ウェイジャーズ, M.・スーザ, W.・ケリング, G. (2010) 割れ窓理論と警察活動. In ウォートレ
イ, R.・メイズロール, L.編, 島田貴仁・渡辺昭一・齊藤知範・雨宮 護・菊池城治・畑 倫子
訳 (2010) 『環境犯罪学と犯罪分析』, 社会安全研究財団. Wortley, R., and Townsley, M. 
eds. (2008) Environmental Criminology and Crime Analysis. Oxford: Taylor & Francis, 256-
262pp. 
4) 上杉昌也・樋野公宏 (2015) 東京都区部における住宅侵入盗と近隣社会経済的特性
の関係.「都市計画論文集」, 50(3), 608-615. 
5) 菊池城治・雨宮護・島田貴仁・齊藤知範・原田豊 (2009) 声かけなどの不審者遭遇情
報と性犯罪の時空間的近接性の分析.「犯罪社会学研究」, 34, 150-162. 
6) 菊池城治・雨宮護・島田貴仁・齊藤知範・原田豊 (2010) 近接反復被害の罪種間比較: 
時空間 K 関数の応用.「GIS-理論と応用」, 18(2), 129-138. 
7) コーニッシュ, D.・クラーク, R. (2010) 合理的選択の観点. In ウォートレイ, R.・メイズロール, 
L.編, 島田貴仁・渡辺昭一・齊藤知範・雨宮 護・菊池城治・畑 倫子訳 (2010) 『環境犯
罪学と犯罪分析』 , 社会安全研究財団 . Wortley, R., and Townsley, M. eds. (2008) 
Environmental Criminology and Crime Analysis. Oxford: Taylor & Francis, 37pp. 
8) 島田貴仁 (2013) 環境心理学と犯罪研究-犯罪原因論と犯罪機会論の統合に向けて-.
「環境心理学研究」, 1(1), 46-57. 
9) 島田貴仁・原田豊 (1999) 大都市における犯罪と社会経済要因の関連: 方法の問題点
と GIS による解決.「科学警察研究所報告 防犯少年編」, 39(2), 102-116. 
10) 中川淳子・小西勇介・宮野博義 (2018) 犯罪発生履歴データの機械学習による時空間
カーネル密度推定型犯罪予測の最適化.「第 17 回情報科学技術フォーラム講演論文
集 第 4分冊」, 97-100. 
11) 野貴泰・糸井川栄一 (2017) 犯罪多発地点の予測に基づく防犯パトロール経路に関する
提案.「地域安全学会論文集」, 31, 195-204. 
12) 花岡和聖 (2018) 大阪府における不審者遭遇情報の地理的分布：Risk Terrain Model を
用いた犯罪リスクのマッピング.「立命館文學」, 656, 47-59. 
13) 樋野公宏・小島隆矢 (2007) 住宅侵入盗発生率と地域特性との関係: 東京都下 29 区
市の町丁を対象に.「日本建築学会計画系論文集」, 616, 107-112. 
14) ファレル, G.・ピーズ, K. (2010) 反復被害. In ウォートレイ, R.・メイズロール, L.編, 
島田貴仁・渡辺昭一・齊藤知範・雨宮 護・菊池城治・畑 倫子訳 (2010)『環境犯罪
学と犯罪分析』 , 社会安全研究財団 . Wortley, R., and Townsley, M. eds. (2008) 
Environmental Criminology and Crime Analysis. Oxford: Taylor & Francis, 131pp. 
15) Adepeju, M., Rosser, G., and Cheng, T. (2016) Novel evaluation metrics for sparse spatio-
temporal point process hotspot predictions-a crime case study. International Journal of 
Geographical Information Science, 30(11), 2133-2154. 
第 2章 既存の地理的犯罪予測研究の整理 
 
42 
16) Almazlinos, C., Bowman, D., Eagan, R., Kuklinski, T., Nguyen, D., Brown, D., Conklin, J. 
and Hansen, P. (2006) Webcat: The development, performance analysis, and deployment of a 
web-based crime analysis toolkit. In Proceedings of 2006 IEEE Systems and Information 
Engineering Design Symposium, 304-309.  
17) Andresen, M. A., and Hodgkinson, T. (2018) Predicting property crime risk: An application 
of risk terrain modeling in Vancouver, Canada. European Journal on Criminal Policy and 
Research, 24(4), 373-392. 
18) Anselin, L., Cohen, J., Cook, D., Gorr, W., and Tita, G. (2000) Spatial analyses of crime. 
Criminal Justice, 4(2), 213-262. 
19) Assunção, R., and Correa, T. (2009) Surveillance to detect emerging space–time clusters. 
Computational Statistics & Data Analysis, 53(8), 2817-2830. 
20) Barnum, J., Caplan, J., Kennedy, L., and Piza, E. (2017) The crime kaleidoscope: A cross-
jurisdictional analysis of place features and crime in three urban environments. Applied 
Geography, 79, 203-211. 
21) Bogomolov, A., Lepri, B., Staiano, J., Oliver, N., Pianesi, F., and Pentland, A. (2014) Once 
upon a crime: towards crime prediction from demographics and mobile data. In Proceedings 
of the 16th International Conference on Multimodal Interaction, 427-434. 
22) Bowers, K. , and Johnson, S. (2004) Who commits near repeats? A test of the boost 
explanation. Western Criminology Review, 5(3), 12-24. 
23) Bowers, K., Johnson, S., and Pease, K. (2004) Prospective hot-spotting the future of crime 
mapping? British Journal of Criminology, 44(5), 641-658. 
24) Brantingham, P., and Brantingham, P. (1984) Patterns in crime. New York: Macmillan. 
25) Brantingham, P., and Brantingham, P. (1993) Environment, Routine, and Situation: Toward a 
Pattern Theory of Crime. In Routine Activity and Rational Choice, Advances in 
Criminological Theory, Vol. 5, Clarke, R. and Felson, M. eds. New Brunswick: Transaction 
Publishers., 259-294pp. 
26) Burgason, K., Drawve, G., Brown, T., and Eassey, J. (2017) Close only counts in alcohol and 
violence: Controlling violence near late-night alcohol establishments using a routine activities 
approach. Journal of Criminal Justice, 50, 62-68. 
27) Caplan, J., and Kennedy, L. (2016) Risk Terrain Modeling: Crime Prediction and Risk 
Reduction. Oakland: University of California Press., xx pp. 
28) Caplan, J., and Kennedy, L., Ibid., 11-29pp. 
29) Caplan, J., Kennedy, L., Barnum, J., and Piza, E. (2017) Crime in context: Utilizing risk 
terrain modeling and conjunctive analysis of case configurations to explore the dynamics of 
criminogenic behavior settings. Journal of Contemporary Criminal Justice, 33(2), 133-151. 
30) Caplan, J., Kennedy, L., Barnum, J., and Piza, E. (2015) Risk terrain modeling for spatial risk 
assessment. Cityscape, 17(1), 7-16. 
31) Caplan, J., Kennedy, L., and Miller, J. (2011) Risk terrain modeling: Brokering criminological 
theory and GIS methods for crime forecasting. Justice Quarterly, 28(2), 360-381. 
32) Caplan, J., Kennedy, L., and Piza, E. (2013) Joint utility of event-dependent and 
environmental crime analysis techniques for violent crime forecasting. Crime & Delinquency, 
59(2), 243-270. 
第 2章 既存の地理的犯罪予測研究の整理 
 
43 
33) Cheng, T., and Adepeju, M. (2013) Detecting emerging space-time crime patterns by 
prospective STSS. In Proceedings of the 12th International Conference on GeoComputation. 
<http://www.geocomputation.org/2013/papers/77.pdf.> 
34) Chillar, V., and Drawve, G. (2018) Unpacking spatio-temporal differences of risk for crime: 
An analysis in Little Rock, AR. Policing: A Journal of Policy and Practice, pay018, 
https://doi.org/10.1093/police/pay018. 
35) Cohen, L., and Felson, M. (1979) Social change and crime rate trends: A routine activity 
approach. American Sociological Review, 44(4), 588-608. 
36) Cohen, L., Felson, M., and Land, K. (1980) Property crime rates in the united states: A 
macrodynamic analysis, 1947-1977; with ex ante forecasts for the mid-1980s. American 
Journal of Sociology, 86(1), 90-118. 
37) Cohen, J., Gorr, W., and Olligschlaeger, A. (2007) Leading indicators and spatial interactions: 
A crime‐forecasting model for proactive police deployment. Geographical Analysis, 39(1), 
105-127. 
38) Cohen, J., and Tita, G. (1999) Diffusion in homicide: Exploring a general method for detecting 
spatial diffusion processes. Journal of Quantitative Criminology, 15(4), 451-493. 
39) Connealy, N., and Piza, E. (2019) Risk factor and high-risk place variations across different 
robbery targets in Denver, Colorado. Journal of Criminal Justice, 60, 47-56. 
40) Cornish, D., and Clarke, R. eds. (1986) The Reasoning Criminal: Rational Choice 
Perspectives on Offending. New York: Springer-Verlag. 
41) Deadman, D., and Pyle, D. (1997) Forecasting recorded property crime using a time-series 
econometric model. British Journal of Criminology, 37(3), 437-445. 
42) Dhiri, S., Brand, S., Harries, R., Price, R. (1999) Modelling and Predicting Property Crime 
Trends in England and Wales, Home Office Research Study No. 198, London: Home Office. 
43) Drawve, G. (2016) A metric comparison of predictive hot spot techniques and RTM. Justice 
Quarterly, 33(3), 369-397. 
44) Drawve, G., and Barnum, J. (2018) Place-based risk factors for aggravated assault across 
police divisions in Little Rock, Arkansas. Journal of Crime and Justice, 41(2), 173-192. 
45) Drawve, G., Grubb, J., Steinman, H., and Belongie, M. (2018) Enhancing data-driven law 
enforcement efforts: exploring how risk terrain modeling and conjunctive analysis fit in a 
crime and traffic safety framework. American Journal of Criminal Justice, 44(1), 106-124. 
46) Drawve, G., Thomas, S. A., and Walker, J. T. (2016) Bringing the physical environment back 
into neighborhood research: The utility of RTM for developing an aggregate neighborhood 
risk of crime measure. Journal of Criminal Justice, 44, 21-29. 
47) Dugato, M. (2013) Assessing the validity of risk terrain modeling in a European city: 
preventing robberies in the city of Milan. Crime mapping, 5(1), 63-89. 
48) Dugato, M., Favarin, S., and Bosisio, A. (2018) Isolating target and neighbourhood 
vulnerabilities in crime forecasting. European journal on criminal policy and research, 24(4), 
393-415. 
49) Eckberg, D. (1995) Estimates of early twentieth-century US homicide rates: An econometric 
forecasting approach. Demography, 32(1), 1-16. 
50) Escudero, J., and Ramírez, B. (2018) Risk terrain modeling for monitoring illicit drugs 
markets across Bogota, Colombia. Crime Science, 7(1), Article #3. 
第 2章 既存の地理的犯罪予測研究の整理 
 
44 
51) Farrell, G., and Pease, K. (1993) Once bitten, twice bitten: Repeat victimisation and its 
implications for crime prevention., London: Home Office. 
52) Felson, M., and Poulsen, E. (2003) Simple indicators of crime by time of day. International 
Journal of Forecasting, 19(4), 595-601. 
53) Ferguson, A. (2015) Big Data and Predictive Reasonable Suspicion. University of 
Pennsylvania Law Review, 163(2), 327. 
54) Fitzpatrick, D., Gorr, W., and Neill, D. (2019) Keeping Score: Predictive Analytics in 
Policing. Annual Review of Criminology, 2, 473-491. 
55) Fox, J., and Brown, D. (2012) Using temporal indicator functions with generalized linear 
models for spatial-temporal event prediction. Procedia Computer Science, 8, 106-111. 
56) Gao, P., Guo, D., Liao, K., Webb, J., and Cutter, S. (2013) Early detection of terrorism 
outbreaks using prospective space–time scan statistics. The Professional Geographer, 65(4), 
676-691. 
57) Gerell, M. (2018) Bus stops and violence, are risky places really risky? European Journal on 
Criminal Policy and Research, 24(4), 351-371. 
58) Giménez-Santana, A., Caplan, J., and Drawve, G. (2018) Risk terrain modeling and socio-
economic stratification: identifying risky places for violent crime victimization in Bogotá, 
Colombia. European Journal on Criminal Policy and Research, 24(4), 417-431. 
59) Giménez-Santana, A., Medina-Sarmiento, J., and Miró-Llinares, F. (2018) Risk terrain 
modeling for road safety: Identifying crash-related environmental factors in the province of 
Cádiz, Spain. European Journal on Criminal Policy and Research, 24(4), 451-467. 
60) Gorr, W. L., and Lee, Y. (2012) Longitudinal study of crime hot spots: dynamics and impact 
on part 1 violent crime. In Proceedings of the 32nd international symposium on forecasting. 
61) Gorr, W., and Harries, R. (2003) Introduction to crime forecasting. International Journal of 
Forecasting, 19(4), 551-555. 
62) Gorr, W., and Olligschlaeger, A. (2002) Crime hot spot forecasting: Modeling and 
comparative evaluation, final project report. Washington, DC: National Criminal Justice 
Reference Service. 
63) Gorr, W., Olligschlaeger, A., and Thompson, Y. (2003) Short-term forecasting of crime. 
International Journal of Forecasting, 19(4), 579-594. 
64) Groff, E., and La Vigne, N. (2002) Forecasting the future of predictive crime mapping. Crime 
Prevention Studies, 13, 29-58. 
65) Hardyns, W., and Rummens, A. (2018). Predictive policing as a new tool for law enforcement? 
Recent developments and challenges. European Journal on Criminal Policy and Research, 
24(3), 201-218. 
66) Hart, T. and Zandbergen, P. (2012) Effects of data quality on predictive hotspot mapping: final 
technical report. Washington, D.C.: National Institute of Justice, 239861.  
67) Heffner, J. (2013) Statistics of the RTMDx Utility. In J. Caplan, L. Kennedy, and E. Piza, Risk 
Terrain Modeling Diagnostics Utility User Manual (Version 1.0). Newark: Rutgers Center on 
Public Security. 
68) House, W. (2016) Big Data: A Report on Algorithmic Systems, Opportunity, and Civil Rights. 
Washington, DC: Executive Office of the President, White House. 
第 2章 既存の地理的犯罪予測研究の整理 
 
45 
69) Hu, Y., Wang, F., Guin, C., and Zhu, H. (2018) A spatio-temporal kernel density estimation 
framework for predictive crime hotspot mapping and evaluation. Applied Geography, 99, 89-
97. 
70) Hu, T., Zhu, X., Duan, L., and Guo, W. (2018) Urban crime prediction based on spatio-
temporal Bayesian model. PloS One, 13(10), e0206215. 
71) Huddleston, S., Porter, J., and Brown, D. (2015) Improving forecasts for noisy geographic 
time series. Journal of Business Research, 68(8), 1810-1818. 
72) Jeffery, R. (1971) Crime prevention through environmental design. Beverly Hills, CA: Sage 
Publications. 
73) Johnson, S., Bernasco, W., Bowers, K., Elffers, H., Ratcliffe, J., Rengert, G., and Townsley, 
M. (2007) Space–time patterns of risk: A cross national assessment of residential burglary 
victimization. Journal of Quantitative Criminology, 23(3), 201-219. 
74) Johnson, S., Birks, D., McLaughlin, L., Bowers, K., and Pease, K. (2007) Prospective Crime 
Mapping in Operational Context, Final Report., London: Home Office. 
75) Johnson, S., Bowers, K., Birks, D., and Pease, K. (2009) Predictive mapping of crime by 
ProMap: accuracy, units of analysis, and the environmental backcloth. In Weisburd, D., 
Bernasco, W., and Bruinsma, G. J. N. eds. Putting crime in its place: units of analysis in 
spatial crime research., 171-198. Springer New York. 
76) Kadar, C., Maculan, R., and Feuerriegel, S. (2019) Public decision support for low population 
density areas: An imbalance-aware hyper-ensemble for spatio-temporal crime prediction. 
Decision Support Systems, 119, 107-117. 
77) Kajita, M., and Kajita, S. (2017) Crime Prediction by Data-Driven Green's Function method. 
arXiv preprint arXiv:1704.00240. 
78) Kang, H., and Kang, H. (2017) Prediction of crime occurrence from multi-modal data using 
deep learning. PloS one, 12(4), e0176244. 
79) Kennedy, L., Caplan, J., and Piza, E. (2018) Risk-based policing: Evidence-based crime 
prevention with big data and spatial analytics., Oakland: University of California Press., 
37pp. 
80) Kennedy, L., Caplan, J. M., and Piza, E. (2011) Risk clusters, hotspots, and spatial 
intelligence: risk terrain modeling as an algorithm for police resource allocation strategies. 
Journal of Quantitative Criminology, 27(3), 339-362. 
81) Kennedy, L., Caplan, J., Piza, E., and Buccine-Schraeder, H. (2016) Vulnerability and 
exposure to crime: Applying risk terrain modeling to the study of assault in Chicago. Applied 
Spatial Analysis and Policy, 9(4), 529-548. 
82) Khairuddin, A., Alwee, R., and Haron, H. (2019) A review on applied statistical and artificial 
intelligence techniques in crime forecasting. In IOP Conference Series: Materials Science and 
Engineering, 551(1), <https://iopscience.iop.org/article/10.1088/1757-
899X/551/1/012030/pdf>, 2019 年 9月 30日閲覧. 
83) Knox, E. (1964) The detection of space-time interactions. Journal of the Royal Statistical 
Society. Series C (Applied Statistics), 13(1), 25-30. 
84) Kocher, M., and Leitner, M. (2015) Forecasting of crime events applying risk terrain 
modeling. GI_Forum–Journal of Geographic Information, 1, 30-40. 
第 2章 既存の地理的犯罪予測研究の整理 
 
46 
85) Kulldorff, M. (1997) A spatial scan statistic. Communications in Statistics - Theory and 
Methods, 26,1481-1496. 
86) Kulldorff, M., Athas, W. F., Feurer, E. J., Miller, B. A., and Key, C. R. (1998) Evaluating 
cluster alarms: a space-time scan statistic and brain cancer in Los Alamos, New Mexico. 
American Journal of Public Health, 88(9), 1377-1380. 
87) Law, J., Quick, M., and Chan, P. (2014) Bayesian spatio-temporal modeling for analysing 
local patterns of crime over time at the small-area level. Journal of Quantitative Criminology, 
30(1), 57-78. 
88) Lersch, K. (2017) Risky places: An analysis of carjackings in Detroit. Journal of Criminal 
Justice, 52, 34-40. 
89) Levine, N. (2008) The" hottest" part of a hotspot: comments on" the utility of hotspot mapping 
for predicting spatial patterns of crime". Security Journal, 21(4), 295-302. 
90) Lin, Y., Yen, M., and Yu, L. (2018) Grid-based crime prediction using geographical features. 
ISPRS International Journal of Geo-Information, 7(8), 298. 
91) Mitchell, M., Brown, D., and Conklin, J. (2007) A crime forecasting tool for the web-based 
crime analysis toolkit. 2007 IEEE Systems and Information Engineering Design 
Symposium,1-5. 
92) Mohler, G. (2014) Marked point process hotspot maps for homicide and gun crime prediction 
in Chicago. International Journal of Forecasting, 30(3), 491-497. 
93) Mohler, G., Short, M., Brantingham, P., Schoenberg, F., and Tita, G. (2011) Self-exciting point 
process modeling of crime. Journal of the American Statistical Association, 106, 100-108. 
94) Monmonier, M. (1997) Cartographies of danger: Mapping hazards in America. University of 
Chicago Press. 
95) Moreto, W., and Caplan, J. (2010) Forecasting global maritime piracy utilizing the ri
sk terrain modeling (rtm) approach. <http://www.rutgerscps.org/uploads/2/7/3/7/2737059
5/maritimepiracyrtm_casestudy_brief.pdf>, 2019 年 10月 10日閲覧. 
96) Moreto, W., Piza, E., and Caplan, J. (2014) “A plague on both your houses?”: Risks, repeats 
and reconsiderations of urban residential burglary. Justice Quarterly, 31(6), 1102-1126. 
97) NBC NEWS MACH (2017) How Science Is Helping Stop Crime Before It Occurs. 
<https://www.nbcnews.com/mach/science/how-science-helping-stop-crime-it-occurs-
ncna805176>, 2019年 10月 7日閲覧. 
98) Neill, D., and Gorr, W. (2007) Detecting and preventing emerging epidemics of crime. In 
Proceedings of the 2007 Conference of the International Society for Disease Surveillance. 
<http://www.cs.cmu.edu/~neill/papers/crime-epidemics.pdf >, 2019年 10月 7日閲覧. 
99) Newman, O. (1972) Defensible Space. New York: Macmillan. 
100) Ogata, Y. (1998) Space-time point-process models for earthquake occurrences. Annals of the 
Institute of Statistical Mathematics, 50(2), 379-402. 
101) Onat, I., and Gul, Z. (2018) Terrorism risk forecasting by ideology. European Journal on 
Criminal Policy and Research, 24(4), 433-449. 
102) Perry, W., Mclnnis, B., Price, C., Smith, S., and Hollywood, J. (2013) Predictive policing: 
The role of crime forecasting in law enforcement operation., Rand Corporation., 5pp. 
103) Perry, W., Mclnnis, B., Price, C., Smith, S., and Hollywood, J., Ibid., 17-25pp. 
第 2章 既存の地理的犯罪予測研究の整理 
 
47 
104) Piza, E., Feng, S., Kennedy, L., and Caplan, J. (2017) Place-based correlates of motor vehicle 
theft and recovery: Measuring spatial influence across neighbourhood context. Urban Studies, 
54(13), 2998-3021. 
105) Piza, E., and Gilchrist, A. (2018) Measuring the effect heterogeneity of police enforcement 
actions across spatial contexts. Journal of Criminal Justice, 54, 76-87. 
106) Polat, E. (2007) Spatio-temporal crime prediction model based on analysis of crime clusters., 
MS thesis, Geodetic and Geographic Information Technologies Department, Middle East 
Technical University. 
107) Powers, K., Hanssens, D., Hser, Y., and Anglin, M. (1993) Long-term time-series forecasting 
of social interventions for narcotics use and property crime. Mathematical and Computer 
Modelling, 17(2), 89-107. 
108) Prestemon, J., Butry, D., and Thomas, D. (2013) Exploiting autoregressive properties to 
develop prospective urban arson forecasts by target. Applied Geography, 44, 143-153. 
109) Rashidi, P., Wang, T., Skidmore, A., Vrieling, A., Darvishzadeh, R., Toxopeus, B., Ngene, S. 
and Omondi, P. (2015) Spatial and spatiotemporal clustering methods for detecting elephant 
poaching hotspots. Ecological Modelling, 297, 180-186. 
110) Ratcliffe, J. (2009) Near repeat calculator (version 1.3). <https://liberalarts.temple.edu/
sites/liberalarts/files/NearRepeatsManual.pdf>,  2019 年 10月 7日閲覧. 
111) Ratcliffe, J. (2004) The hotspot matrix: A framework for the spatio‐temporal targeting of 
crime reduction. Police Practice and Research, 5(1), 5-23. 
112) Ratcliffe, J., Taylor, R., and Perenzin, A. (2016) Predictive Modeling Combining Short and 
Long-Term Crime Risk Potential: Final Report. 
<https://www.ncjrs.gov/pdffiles1/nij/grants/249934.pdf>, 最終閲覧 2019年 5月 8日. 
113) Rattner, A. (1990) Social indicators and crime rate forecasting. Social Indicators Research, 
22(1), 83-95. 
114) Reinhart, A., and Greenhouse, J. (2018) Self‐exciting point processes with spatial covariates: 
modelling the dynamics of crime. Journal of the Royal Statistical Society. 67(5), 1305-1329. 
115) Rosser, G., and Cheng, T. (2016) Improving the robustness and accuracy of crime prediction 
with the self-exciting point process through isotropic triggering. Applied Spatial Analysis and 
Policy, 12(1), 5-25. 
116) Rosser, G., Davies, T., Bowers, K., Johnson, S., and Cheng, T. (2016) Predictive crime 
mapping: Arbitrary grids or street networks? Journal of Quantitative Criminology, 33(3), 569-
594. 
117) Rummens, A., Hardyns, W., and Pauwels, L. (2017) The use of predictive analysis in 
spatiotemporal crime forecasting: Building and testing a model in an urban context. Applied 
geography, 86, 255-261. 
118) Rumi, S., Deng, K., and Salim, F. (2018) Crime event prediction with dynamic features. EPJ 
Data Science, 7, Article #43. 
119) Seidensticker, K., Bode, F., and Stoffel, F. (2018) Predictive Policing in Germany. 
<https://pdfs.semanticscholar.org/ce3e/498770939328d1325ee9de94be7222a2aa1a.pdf>, 
2019年 10月 10日閲覧. 
120) Shaerpour, K., Dehghantanha, A., and Mahmod, R. (2013) A Survey On Cyber-Crime 
Prediction Techniques. International Journal of Advancements in Computing Technology, 
5(14), 52-61. 
第 2章 既存の地理的犯罪予測研究の整理 
 
48 
121) Sherman, L. (1995) Hot spots of crime and criminal careers of places. Crime and Place, 4, 
35-52. 
122) Sherman, L., Gartin, P., and Buerger, M. (1989) Hot spots of predatory crime: Routine 
activities and the criminology of place. Criminology, 27(1), 27-56. 
123) Shiode, S., and Shiode, N. (2014) Microscale Prediction of Near‐Future Crime 
Concentrations with Street‐Level Geosurveillance. Geographical Analysis, 46(4), 435-455. 
124) Short, M., Mohler, G., Brantingham, P., and Tita, G. (2014) Gang rivalry dynamics via 
coupled point process networks. Discrete and Continuous Dynamical Systems Series B, 19(5), 
1459-1477. 
125) Tang, Y., Zhu, X., Guo, W., Wu, L., and Fan, Y. (2019) Anisotropic Diffusion for Improved 
Crime Prediction in Urban China. ISPRS International Journal of Geo-Information, 8(5), 234. 
126) Thomas, S., and Drawve, G. (2018) Examining interactive effects of characteristics of the 
social and physical environment on aggravated assault. Journal of Criminal Justice, 57, 89-
98. 
127) Townsley, M. (2008) Visualising space time patterns in crime: the hotspot plot. Crime patterns 
and analysis, 1(1), 61-74. 
128) Townsley, M., Homel, R., and Chaseling, J. (2003) Infectious burglaries. A test of the near 
repeat hypothesis. British Journal of Criminology, 43(3), 615-633. 
129) Valasik, M. (2018) Gang violence predictability: Using risk terrain modeling to study gang 
homicides and gang assaults in East Los Angeles. Journal of Criminal Justice, 58, 10-21. 
130) Van Patten, I. T., McKeldin-Coner, J., and Cox, D. (2009) A microspatial analysis of robbery: 
prospective hot spotting in a small city. Crime Mapping: A journal of research and practice, 
1(1), 7-32. 
131) Veloso, B., Correa, T., Prates, M., Oliveira, G., and Tavares, A. (2017) MAD-STEC: a method 
for multiple automatic detection of space-time emerging clusters. Statistics and Computing, 
27(4), 1099-1110. 
132) Vildosola, D., Carter, J., Louderback, E., and Roy, S. (2019) Crime in an Affluent City: 
Applications of Risk Terrain Modeling for Residential and Vehicle Burglary in Coral Gables, 
Florida, 2004–2016. Applied Spatial Analysis and Policy, 1-19. 
133) Vomfell, L., Härdle, W. K., and Lessmann, S. (2018) Improving crime count forecasts using 
Twitter and taxi data. Decision Support Systems, 113, 73-85. 
134) Wang, X., and Brown, D. (2012) The spatio-temporal modeling for criminal incidents. 
Security Informatics, 1(1), 1-17. 
135) Wang, X., Brown, D., and Gerber, M. (2012) Spatio-temporal modeling of criminal incidents 
using geographic, demographic, and Twitter-derived information. In 2012 IEEE International 
Conference on Intelligence and Security Informatics, 36-41. 
136) Wilson, J., and Kelling, G. (1982) Broken Windows: The Police and Neighborhood Safety. 
Atlantic Monthly, March, 29-38. 
137) Yu, C., Ding, W., Morabito, M., and Chen, P. (2015) Hierarchical spatio-temporal pattern 
discovery and predictive modeling. IEEE Transactions on Knowledge and Data Engineering, 
28(4), 979-993. 
138) Zhao, X., and Tang, J. (2018) Crime in Urban Areas: A Data Mining Perspective. ACM 
SIGKDD Explorations Newsletter, 20(1), 1-12. 
第 2章 既存の地理的犯罪予測研究の整理 
 
49 
139) Zhao, X., & Tang, J. (2017) Modeling temporal-spatial correlations for crime prediction. In 
Proceedings of the 2017 ACM on Conference on Information and Knowledge Management, 
497-506. 
 















and Zandbergen, 2014），KDE の予測対象期間を 1日後～6ヵ月後といったように，さまざまに
変えて検証を行ったもの（Tompson and Townsley, 2010），STACと主題図に対し，KDEを比較
しつつ，予測に用いる犯罪データの期間を変えて検証を行ったもの（Chainey et al., 2008），
STAC，最近隣法，ローカルモラン I 統計量 KDE を比較したもの（Van Patten et al., 2009），
STAC，最近隣法，KDEを比較したもの（Levine, 2008），主題図，LISA，Getis-Ord Gi*統計量






した研究としては，STAC，Nnh，KDE，RTM を比較したもの（Drawve, 2014）に限られる． 
 本分析では，2章での整理をもとに，犯罪データのみに依拠する方法と，環境要因を用いる
方法を含め，さまざまな手法を比較する．手法の選定にあたっては，犯罪予測システムとし
て実装された実績のある手法（2 章で紹介した手法のうち，4 節の 3 項，4 項，5 項が該当す
る）を優先した．また，まずは基礎的検討として，犯罪発生情報のみを用いる手法と，環境要
因を用いる手法とを比較することが必要と考え，2 章 4 節 8 項で取り上げた「環境要因と犯
罪の時空間相互作用とを組み合わせた予測」のようなアドバンストな手法は，対象から外し
た．結果として，今回は，Johnson らの ProMap，Mohler らの SEPPモデル（以下，単に SEPP），
Kulldorff の PSTSS，Caplan らの RTM，Wangと Brown の GAM の 5 手法に加え，比較対象と
して，従来の地理的犯罪分析で用いられてきた KDE を適用し，計 6 手法について分析を行
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 具体的な方法としては，図 3-1 のように，領域内のグリッドセルごとに，特定のバンド幅































Self-Exciting Point Process SEPP
Prospective Space-Time Scan Statistics PSTSS
Risk Terrain Modeling RTM
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(1 − 𝒖𝑇𝒖)2 
(3.2) 


















et al., 2000; Chainey et al., 2002; Chainey and Ratcliffe, 2005），広く用いられてきた．一方で，前
章で紹介した手法に対して，回顧的（retrospective）として対比されるものであり（Bowers et 
al., 2004; Caplan et al., 2011），予測手法の比較対象としてふさわしい手法といえる． 
 
3.2.2 ProMap 
ProMap は，第 2章で述べた通り，Bowers et al.（2004）において提案された地理的犯罪予測






値（risk intensity value）を求めている． 
 














第 3章 主要な地理的犯罪予測手法の実データへの適用と検証 
53 
ただし，τ は空間的なバンド幅（KDE と同様），ν は時間的なバンド幅（どの程度時間的に離
れている点までを計算に含めるか）を表している．また，ciは，各犯罪発生地点とセル sとの
空間的隔たり，eiは，犯罪イベントの発生時期が，予測対象とする期間の最初の時点と，どの
程度離れているか（時間的隔たり）を示す．図 3-2 では，時点 tkにおけるセル skのリスクを
推定する場合に，時空間上の点（sk, tk）から時間ν（この図では期間 tk－t0），距離τの円筒内
に含まれる犯罪イベントを探し，各イベント i と skからの空間的隔たり ci，tkからの時間的隔
たり ei を求め，円筒内のすべてのイベントに対してこれを繰り返し，和をとる．これが，時
空間上の点（s，t），すなわち t 時点におけるセル s のリスク値になる． 
 
図 3-2 ProMap の概念図 
 
ciについては，図 3-3のように，いわゆるクイーン型の隣接関係（queen type neighborhood）
で定義される（X1 では 0，X2 では 1，X3 では 2 の値が与えられる）．eiについては，時間的
な隔たりを週数でカウントし，たとえば 2016年 6 月 1日～2016年 7月 30 日の犯罪発生デー
タをもとに，2016年 8月 1日以降の犯罪発生リスクを推定する場合，個々の犯罪発生時期が，








































あり，g は誘発関数，もしくは誘発効果（triggering function，もしくは，triggering effect）と呼
ばれ，t以前のすべての時間点 tkにおける犯罪事象からの時空間的な作用を表す項となってい
る．ν，μ，gは，いずれも可変バンド幅を用いたカーネル密度推定（variable bandwidth Kernel 
Density Estimation）を用いて推定される．カーネル関数には，ガウシアンカーネルが用いられ
ている．第一項の ν(t)は，週内変動，季節間変動等々の時間依存的な成分を示しているが，し
ばしば省略されるii．実際に，Mohler 自身も，式 (3.5) を式 (3.6) に書き換えて用いることが
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はり地震学で提案された方法（Zhuang et al., 2002）を参考にしており，最尤推定の一種である
EM アルゴリズムを用いて，以下に述べる手順でこれを行っている．まず，事象 i が親事象に
属する確率を pii，事象 iが j（i > j）に誘発された事象である確率を pijとして，適当な初期値
を決め，t < tkにおけるすべての犯罪発生データについて，P0（ただし，i≦j では確率は 0であ
るため，上三角行列となる）を求める．次に，P0 に基づいて親事象と親―子事象ペアを抽出
し，カーネル密度推定を行った上で，以下の式で p を更新する． 
 
𝑝𝑖𝑖 =
μ(𝑡𝑖, 𝑥𝑖 , 𝑦𝑖)




𝑔(𝑡𝑖 − 𝑡𝑗, 𝑥𝑖 − 𝑥𝑗, 𝑦𝑖−𝑦𝑗)
𝜆(𝑡𝑖 , 𝑥𝑖, 𝑦𝑖)
 
(3.8) 
μ(𝑡𝑖 , 𝑥𝑖 , 𝑦𝑖)は，𝜈(𝑡𝑖)μ(𝑥𝑖 , 𝑦𝑖)を表す．上式で求めた piiと pijを求めた行列 Pnに基づいて親事象と
親―子事象ペアを再度抽出，μ，gを推定し，さらにこれらを用いて Pを更新…というプロセ



































観測された統計量以上の値が得られる確率（p値）を返す．Cheng and Adepeju（2013），Adepeju 
et al.（2016）は，犯罪予測のための PSTSS として，時空間順列スキャン統計量（space-time 




しいことから，Cheng and Adepeju（2013）はこの方法を採用している． 
任意の円筒領域 A における犯罪イベントの観測度数を cA，A の下位領域（分析単位）a で
の期間 t における犯罪イベントの観測度数を ca,t，さらに対象領域全体・全期間での観測度数
を𝐶 = ∑ ∑ 𝑐𝑎,𝑡𝑡𝑎 とすると，任意の a，t における期待度数 µa,t，A における期待度数 µAは，そ
れぞれ式 (3.9)，式 (3.10) のように表せる． 
 













式 (3.9) における µatは，二変量の独立性を検討する場合のχ2検定における a×t 分割表の各
セルの期待値に相当する．イベントの発生が，時空間的に独立であるとき，観測度数 cA は，
期待値 µAの超幾何分布にしたがう．Kulldorff et al.（2005）では，ポアソン近似による一般化




















け，時空間スキャン統計量で検出したクラスタの中で，最終的な観測時点（図 3-5 の t2）に
より近いものを選別する．犯罪予測研究では，これを将来の犯罪発生を予測するものと解釈
して適用している． 
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章 4 節 5 項で取り上げた RTMDx ではなく，Caplan et al.（2011）ではじめて採用されたオリ




























りに， 予測対象のセルごとに，式 (3.13) で示すような「ある期間のうち，犯罪が 1 件以上
発生する」確率を算出する． 
 











































定した場合，的中率は 1となる）．これについては，Chainey et al.（2008）で考案された，式 
(3.16) のように，的中率を面積率（対象地全体に占める予測された高リスク領域の割合）で除





















で提案された RRI（Recapture Rate Index）を計算した．RRI は，当期（ここでは予測対象月）
の PAI と，直前期（ここでは一月前）の PAI の比で表され，予測の安定性を示す指標として
用いることができる（Drawve, 2016）．RRI は 1 に近いほど前期と似た予測精度であることを
意味する．RRI は月ごとに算出される値であるため，全体を要約するために，RRI そのものの















（仮に，クラス 1 とする）と，そうでない領域（クラス 2 とする）に二分する．その上で，
図 3-8に示すように，クラス 1に属するセルどうしの隣接エッジ（黒実線部）の数を g1,1，ク
ラス 1 に属するセルとクラス 2 に属するセルどうしの隣接エッジ（青太線部）の数を g1,2と
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して，カウントした上で比をとり G1 = g1,1 / (g1,1+g1,2)を計算する．この例では，g1,1=83，g1,2=48，
G1 = 0.634となる．次に，クラス 1 のセル数を，領域全体のセル数で除し，P1とする．この例
では，P1 = 52 / 529 = 0.098 となる．最後に，式 (3.17) に示す計算を行うことで，CIが得られ

















較することが出来る（Adepeju et al., 2016）． 
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ゴの中心市街地エリア（面積 9.7 km2）の 2014 年における同等の罪種の犯罪発生件数は 435








ce.pref.fukuoka.jp/seian/seian/camera/kamerasystem.html：最終閲覧日 2019 年 10月 15日）． 
iv 警視庁では，繁華街等の防犯対策の一環として，街頭防犯カメラシステムを新宿区歌舞
伎町地区（2002年 2月 27日運用開始），渋谷区渋谷地区（2004年 3月 22日運用開始），豊
島区池袋地区（2004 年 3月 24日運用開始），台東区上野 2丁目地区（2006 年 2月 15日運
用開始），港区六本木地区（2007年 3月 20日運用開始），墨田区錦糸町地区（2013 年 3月
23日運用開始）の 6地区に設置している（http://www.keishicho.metro.tokyo.jp/kurashi/anzen/a






犯ネットワーク（https://www.bouhan.metro.tokyo.lg.jp/：最終閲覧日 2019年 10月 15日）の
「町丁字別犯罪情報」から，平成 26年のデータを，面積は，平成 22 年国勢調査（小地
域）のデータをそれぞれ用いている． 
v データは，“City of Chicago Data Portal（https://data.cityofchicago.org/：最終閲覧日 2016 年





“ATTEMPT THEFT”，“DELIVERY CONTAINER THEFT”，“FROM BUILDING”，
“POCKET-PICKING”，“PURSE-SNATCHING”，“RETAIL THEFT”を除き，それぞれ 1454
件，133件，2428 件を得た．これらをマージした上で，緯度経度情報をもとに ArcGIS 上
にプロットした．また，同ポータルサイトより，シカゴ市中心業務地区（Boundaries - 
Central Business District）の shp ファイルをダウンロードして，ArcGIS上に表示した上で，
空間検索により，犯罪発生地点情報を同エリアに絞り，計 435件を得た． 
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件数の平均は 7.3 件，標準偏差は，2.9件である．また，図 3-9には，対象地域の概形を示し
ている．なお，アドレスマッチングの精度は，Match Lv.6（号レベル）が 65件／87件，Match 
Lv.5（番レベル）が 22件／87件という結果であった． 




図 3-8 2014 年における車上狙い等の月別発生状況 
 
図 3-9 対象地域 
 
 
vi セルサイズの設定にあたっては，Chainey and Ratcliffe（2005）を参考として，対象地域全












福岡県分析対象地区 87 5.50 15.8
台東区上野2丁目地区 1 0.05 21.7
墨田区錦糸町地区 7 0.34 20.6
新宿区歌舞伎町地区 7 0.35 20.1
豊島区池袋地区 10 0.76 13.1
港区六本木地区 9 1.20 7.5
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GAM については，社会経済的環境要因として，平成 17 年，および平成 22 年の国勢調査か
ら，a.「民営借家数」（「民営借家」が該当），b.「中高層世帯数」（「共同住宅３～５階建」，お
よび「共同住宅６～１０階建」の 2つを足し上げたもの），c.「単身世帯数」（「世帯人員 1人」），




















1–6 月～7–12 月の 6 期分のデータごとに平均最近隣距離を算出した．バンド幅圏内に含まれ
る点の個数が少なすぎると，密度推定が不安定になると考え，6期の平均最近隣距離の最大値
である 248.7 mに近い値として，250 m を採用した．セルサイズは，前項で述べた通り 25 m
四方とした．強度推定値は，このセルごとに算出され，以下すべての手法で同一であるviii． 
 




viii 強度推定値の分類における水準の設定は，Caplan et al.（2011）に倣った． 
第 3章 主要な地理的犯罪予測手法の実データへの適用と検証 
64 
ProMap については，バンド幅とセルサイズは，KDEと同様の設定とした．式 (3.4) におけ
る ciの与え方については，図 3-3 のようなスコアリングは行わず，近似的な方法として，図 
3-10 のようにグリッドセルの一辺の長さの半分を半径とした円（半径 12.5m）と，その整数
倍の半径をもつ同心円を複数描き（円の半径は，最大で 262.5m となるが，250m を上限とし
て，その外にある点は含めない），同じ距離圏内に存在する点に同じ重み付けを与えた（図の
例では，X1 は 0，X2 は 1，X3 は 2の値を付与）．なお，eiについては，先行研究（Bowers et 




図 3-10 本分析での ProMap における ciの与え方 
SEPP については，2節 3 項で示した式 (3.6) を用いた．各パラメータの推定について，単
独の文献では，詳細な方法が述べられていない場合があったため，Mohler ら自身による研究
（Mohler, 2011; Mohler, 2014）のほか，Mohler が SEPP をもとに考案した事象予測システム
（Event Forecast System）の特許情報（Mohler, 2015），また，SEPPを修正したモデルを提案し
た研究（Rosser and Cheng, 2016）を参考にした． 
任意の時空間上の点における犯罪発生の強度は，次の式で推定した． 
 
λ(𝑡, 𝑥, 𝑦) = ∑ μ(𝑥 − 𝑥𝑘 , 𝑦 − 𝑦𝑘)
{𝑘:𝑡𝑘<𝑡}




ただし，t－tkは，予測対象時点と過去の各犯罪発生時点との時間差を表し，x - xkと y - ykは，
予測対象セルと過去の各犯罪発生地点の x，y座標の差を表す． 
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∑ ∑ 𝑝𝑖𝑗((𝑥 − 𝑥𝑖)












  (3.25) 
上記の式において，pij は，イベント i（子事象）がイベント j（親事象）に誘起される確率を
表し，pbij は，イベント i（子事象）が他のイベントと独立に生起する確率を表す．ω と σ2 は




𝑝𝑖𝑗 = 𝑒𝑥𝑝 (−α(𝑡𝑗 − 𝑡𝑖)) 𝑒𝑥𝑝 (−
(𝑥𝑗 − 𝑥𝑖)
2





式 (3.21) ～ (3.25) に基づいて各パラメータを算出した後，式 (3.27) にしたがって pij を更
新し，このプロセスを ||Pn-Pn-1|| が 1×10-7を下回るまで反復した． 
  











上記の計算にあたっては，統計解析環境 R（ver. 3.3.0）を用い，関数を作成して用いた． 
 PSTSS については，実行にあたり，Kulldorff が開発した空間スキャン統計量を実行するこ
とに特化したソフトウェア SaTScan を用いた．分析には，時空間順列スキャン統計量を用い，
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空間的集積の閾値（走査する円形領域の最大値）を 250 m，時間的集積の閾値を 60日，emerging 























回は RTMDxではなく，Caplan et al.（2011）の方法に基づく RTM のみで予測を行った．  
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GAM については，前項で述べた「民営借家数」，「中高層世帯数」，「単身世帯数」，「飲食業，
宿泊業事業所数」の 4つの予測変数について，2005 年国勢調査，および 2006 年事業所・企業
統計調査から抽出した当該地域の町丁目ごとの集計データを，セルに按分（町丁目ごとの集
計値を各町丁目に含まれるセル数で除し，その値をセルの属性値とする）したものを予測変
数とし，また，2007 年の車上狙い等 484 件をセル単位で集計，年に 1件以上発生が確認され
たセルについて 1 を，そうでない場合 0 を与えたものを応答変数とし，これらをモデル構築
用のトレーニングデータとした．その後，Rの mgcv パッケージを用いて，ロジスティック加
法モデルを構築した．パラメータ推定方法は，GCV（Generalized Cross Validation）である．分
析結果を表 3-4に示す．4つの予測変数を含むModel 1 では，「中高層世帯数」の p値が高か
ったため，これを除いたモデルを最終とした．表中の切片については，Model 1，Model 2 の
それぞれ一列目で推定値，二列目で Z 値を示している（4 つの予測変数についてはそれぞれ







犯罪発生情報を含めないものとなっている．また，表 3-5には，RTM のModel 2 と同じ変数
で GAM を実行した結果を示す．駐車場を除き p値が高いが，RTM との比較のために 3 つの
変数をそのままモデルに含めて予測を行った． 
表 3-4 ロジスティック加法回帰（社会経済的要因）の結果 
 















切片 -3.500 -54.210 0.000 *** -3.502 -53.710 0.000 ***
民営借家数 1.005 4.670 0.031 * 1.010 4.920 0.027 *
中高層世帯数 1.001 1.685 0.195
単身世帯数 3.279 15.047 0.005 ** 3.390 19.480 0.001 **
飲食業，宿泊業事業所数 3.390 17.064 0.002 ** 3.553 22.850 0.000 ***
※独立変数は，すべて標準化した値を用いた．
AIC  Model1: 2779.734, Model2: 2778.639
Note. ***: p <0.001, **: p <0.01，*: p <0.05，†: p <0.1







切片 -3.747 -51.080 0.000 ***
駐車場 1.004 14.756 0.000 ***
コンビニエンスストア 1 0.731 0.393
道路 1.001 1.621 0.203
AIC: 1883.953
Note. ***: p <0.001, **: p <0.01，*: p <0.05，†: p <0.1
























図 3-12 ProMap による予測結果 
 
 




















7 月，および 8 月結果においては，KDE よりも南西部に偏っている，10 月以降においては，
西部から東部へのシフトが KDEよりも顕著であるなど，微妙な違いも見られる． 
SEPPについては，計算の結果，gの値が μに比べ，おおむね 100 分の 1程度と，かなり小
さいものとなったため，予測に反映されず，結果的に KDEとかなり似通ったアウトプットと
なった．ただし，KDEと比較して，高リスク領域の形状が離散的なものになっている． 
PSTSSについては，実行したものの，有意な emerging cluster は検出されなかった．同手法
に関しては，今回用いたデータでは，予測が困難であったという結果となる． 
次に，RTM，および社会経済的要因による GAM，物理構造的要因による GAM の予測地図
をそれぞれ図 3-14，図 3-15，図 3-16に示す． 
 
図 3-14 RTM による予測結果 
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ン，および東部などに顕著な高リスク領域が分布している．GAM も，おおむね RTM と同じ
様相を呈しているといえよう． 
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性を示す RRI について，手法ごとに算出した結果を表 3-6に示す．的中率と PAIは，高リス
ク領域として定義した，リスクランク 7–9 の領域に重なった実際の犯罪件数をカウントして
算出している．Mean や S.D.は，6ヵ月の評価結果の平均と標準偏差を示した．RTM，および
GAM は，1 枚の予測地図に基づいて全ての月を評価している．RRI について，KDE と SEPP
は，8 月の的中率がゼロの月があるため，9月の RRI が計算できていない（分母がゼロとなる
ため）．そのため，この 2 モデルにおける RRI の平均とばらつきは，4回分の値をもとに算出
しており，参考値である．なお，PSTSSについては，有意な emerging cluster を検出すること
ができなかったため，ここでは評価しない． 




PAI ともに RTM より劣っており，さらに社会経済的要因による GAM も下回った． 
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の中で比較すると，KDE，ProMap の的中率がほぼ等しく，PAI では，ProMap が優位であっ
た．ここから，ProMapは，KDEよりも予測効率が高いことがわかる．また，ProMap の的中









7月 50.0 25.0 25.0 25.0 75.0 75.0 4
8月 0.0 0.0 20.0 40.0 40.0 40.0 5
9月 9.1 18.2 27.3 27.3 36.4 27.3 11
10月 12.5 12.5 12.5 37.5 12.5 25.0 8
11月 25.0 66.7 12.5 55.6 22.2 22.2 9
12月 9.1 10.0 9.1 60.0 30.0 50.0 10
平均 17.6 22.1 17.7 40.9 36.0 39.9
ばらつき 16.3 21.4 6.8 13.1 19.6 18.4









7月 2.44 0.83 1.18 1.14 2.75 2.81 4
8月 0.00 0.00 1.21 1.83 1.47 1.50 5
9月 0.47 0.61 1.47 1.25 1.33 1.02 11
10月 0.64 0.42 0.70 1.72 0.46 0.94 8
11月 1.23 2.22 0.65 2.54 0.81 0.83 9
12月 0.46 0.33 0.47 2.75 1.10 1.87 10
平均 0.87 0.73 0.95 1.87 1.32 1.49
ばらつき 0.79 0.71 0.36 0.60 0.72 0.69









7月 - - - - - - 4
8月 0.00 0.00 1.02 1.60 0.53 0.53 5
9月 N/A N/A 1.21 0.68 0.91 0.68 11
10月 1.35 0.69 0.47 1.38 0.34 0.92 8
11月 1.92 5.33 0.93 1.48 1.78 0.89 9
12月 0.38 0.15 0.73 1.08 1.35 2.25 10
平均 0.91 1.54 0.87 1.24 0.98 1.05
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率，および PAI の標準偏差は，KDE や SEPP と比べて低く，他の手法に比べて，予測精度が
安定していることがわかる．なお，KDEと似通った予測領域を示した SEPP は，的中率，PAI
ともに KDEより低く，予測精度では劣るという結果となった． 
 的中率と PAI を見比べると，RTM の的中率は，KDE や ProMap に対して 2.5 倍程度高いの




る GAM の 2 モデルは，相対的に安定性の程度が低いという結果となった．RTM は，今回比
較した中では，6 モデル中 2 番目に安定したものであった．また，全ての月で PAI が 1 を超
えているのは RTM だけであり，正確性の程度を高水準に保つことができていたともいえる． 







図 3-18 全エリアにおける予測の正確性の比較 
 ここから，RTM，GAM（社会経済的要因）は全領域で，ランダムな予測よりも優れたパフ
ォーマンスを発揮することがわかる．過去の犯罪発生データをもとに予測する手法では，
ProMap が若干ながら他 2 つの手法よりも良好であるものの，概ねランダムな予測を下回る結
果となった． 
次に，「予測領域のコンパクトさ」として，高リスク領域として予測された領域（リスクラ
ンク 7–9）の面積，および CI について計算した結果を表 3-7に示す．GAM（社会）は，社会
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経済的要因による GAM，GAM（物理）は物理構造的要因による GAMを意味する． 
























Chainey et al.（2008）では，同じ車上狙いを対象とした KDEによる予測で，2.29～3.66，Adepeju 
et al.（2016）では，自動車盗を対象とした KDE，ProMap，SEPPを用いた予測で，1.89～1.99
という値となっている．研究対象期間や，各種の条件が異なるため，単純な比較はできない








平均 (km2) % 平均 標準偏差
KDE 1.08 19.7 0.906 0.004
SEPP 1.58 30.0 0.867 0.015
ProMap 0.97 18.8 0.912 0.011
RTM 1.20 21.8 0.893 -
GAM (社会) 1.41 26.7 0.926 -
GAM (物理) 1.44 27.3 0.912 -
モデル
面積 CI
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また，RTM と犯罪発生データによる予測を比べた研究としては，Caplan et al.（2011），Drawve
（2016），Dugato（2013），Kennedy et al.（2011）があり，このうち，Caplan et al.（2011），Kennedy 
et al.（2011）では，RTM が KDE の正確性を上回り，Drawve（2016），Dugato（2013）では，
KDE が RTM の正確性を上回っていた．これに対し，本分析では，RTM の正確性は，7 月を















図 3-19 RTM 出力結果，および鉄道駅の分布状況 
GAM（社会経済的要因）の予測地図は，RTM と大まかな傾向は似通っている．これは，「飲
食店，宿泊業事業所数」を変数として用いたことで，繁華街の発生リスクを正しく評価でき



















































わせて 20,364 件，2,516人となっており，検挙人員一人あたりの件数は，8.1 件となっている．






































具体像を提案する．   
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 本章では，2 章のレビューで整理した地理的犯罪予測手法，および 3 章の分析で手法間比
較を行った結果をもとにしながら，日本において適した地理的犯罪予測手法の具体像につい
て論じる．以降では，主に Taylor et al.（2015），および Ratcliffe et al.（2016）の議論を参考に，
地理的犯罪予測に用いられるリスクを長期的・潜在的なリスクと，短期的・顕在的なリスク




















う．Ratcliffe et al.（2016）では，代表的な変数として，地区の SES（Socio-Economic Status），
人種，（居住）安定性の 3 つが挙げられている．SES は，地区の社会経済的地位，すなわち，
どの程度富裕な地区であるかを表彰する変数であり，住民の平均所得や専門的・管理的職業
 






















治体の財政状況などがある（Bogomolov et al., 2014; Hu et al., 2018; Kadar et al., 2019; Law et al., 
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間上で犯罪被害に遭う，または犯行を起こすとされており（Brantingham and Brantingham, 1991），




































関連を検討している．Deryol et al.（2016），Jones and Pridemore（2019）なども，同様の観
点から実証分析を行っており，今後も継続的な検討が行われると思われる． 








（Crime Prevention Through Environmental Design：Crowe, 1991）の概念と関連づけられるだろ
う．CPTEDでは，元来の 3要素である自然なアクセス・コントロール（natural access control），
自然な監視（natural surveillance），領域性の強化（territorial reinforcement）に加え，後に付け加











































et al., 2003; Johnson and Bowers, 2004; Bowers and Johnson, 2005; Johnson et al., 2007），その後，
自動車盗（Lockwood，2012），車上狙い（Johnson et al., 2006），銃犯罪（Ratcliffe and Rengert, 
2008; Sturup et al., 2017），路上強盗（Glasner and Leitner, 2017; Haberman and Ratcliffe, 2012）で
も確かめられている．たとえば，ひとたび住宅侵入盗が発生すると，少なくともむこう数週
間以内で，被害宅から数百メートル範囲内のエリアで再度侵入盗が発生するリスクが高まり，
距離と時間によってそのリスクが減衰する（Johnson et al., 2007），また，時間の経過とともに
減衰するリスクの絶対量は，距離の隔たり度合いによって変動する（Bowers and Johnson, 2004）
が，これは犯罪の時空間相互作用（space-time interaction）などと呼ばれる． 
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する」という．Cohen et al.（2007）は，前兆事案が犯罪を予測する理由を，主に割れ窓理論




















Ratcliffe et al.（2016）や Reinhart and Greenhouse（2017）の方法をみると，総合的リスクを求
める際に，長期的リスクと短期的リスクとの単純な和から，これを求めている．しかし，近
接反復被害が，RTM（犯罪生成・誘引要因による予測）で高リスクとされた場所で，より顕
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いて，予測対象期間より過去の 2008 年 1 月～2014 年 6 月に発生した車上狙い等のポイント









① 2008 年 1 月～2014 年 6 月の車上狙い等の発生地点データから，カーネル密度推定
（セルサイズ 25 m四方，バンド幅 250 m）を実行した． 
② ①で求めた過去の車上狙い等のカーネル密度推定値を応答変数として，RTM のリス
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ク値（0－9 の離散値）により回帰分析を行った．この際，式 (5.1) で表されるような，応




を採用した．応答変数 yはカーネル密度推定値であり，yi，yjはそれぞれ当該セル i とその
隣接セル j のカーネル密度推定値を指す．また，ρ は空間的自己相関の強さを示すパラメ
ータ，wijは空間重み行列，x1,iはセル i の RTM リスク値，β0，β1はそれぞれ切片と予測変










③ 回帰分析から残差 εiを求めた．求めた残差は，分布（図 5-1i）をみながら，負の場合


































































た．これにより，Caplan et al.（2011）によるオリジナルの RTMで，リスク要因の水準数と
して採用されている 4水準に空間回帰の残差 εiを分類した． 
 
次に，空間回帰の残差 εiの取込みについて，以下の通り行った． 
① RTM のリスク値と空間回帰残差との組み合わせを表 5-1 のように 6 通りに整理し
た．すなわち，RTMのリスク値が高（7–9），中から低（0–6）の 2通り，残差は正に大（3），






② RTM のリスク値と空間回帰残差との組み合わせから高リスク領域を設定した．3 章
で作成した RTM では，RTM のリスク値のみにしたがい，その値が 7–9，すなわち表 5-1
中の Aa，Ab，Ac の領域を高リスク領域としていた．しかし，①で述べたように，過去の
犯罪蓄積を考慮すると，Ac に該当する領域では，RTM が想定するリスクは過大であるこ




の，灰色セルは，3 章で作成した RTMから除外したものである． 
③ 高リスク領域の絞り込みを行った．②により新たに高リスク領域とした Ba は，実際
には RTM における極めて低いリスク値のセルを含んでいる．こうしたセルをすべて取り
込むことは，いたずらに高リスク領域を拡大させることになる．これを避けるべく，Ba の
うち，RTMのリスク値が低いものとして，値 0から 6をほぼ等分した 0–3を高リスク領域
から除いた． 
 
上記②と③の処理を経て，Ac に該当する領域（オリジナルの RTM のリスク値が 7–9）は
 
図 5-1 2008 年 1 月～2014 年 6 月の車上狙い等データから求めたカーネル密度推定値（左），および空間回
帰の残差（右）の分布 
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4–6 の値を再割り当て，Ba に該当する領域のうち，オリジナルの RTM の値が 4–6 の場合に
は 7–9 を再割り当てし，他の領域のリスク値はそのままとした．すなわち，表 5-1 における
太枠で囲った部分 Aa，Ab，Ba を採用し，灰色にハイライトした部分 Ac を除外した（ただ















た D0に 1を加えた D0 + 1 で表現できる（次式）． 
 





ここで?̂?(𝑠, 𝑡)は，時空間 K関数，?̂?(𝑠)，?̂?(𝑡)はそれぞれ，空間，時間の K関数である．




対象地域における車上狙い等の近接反復被害効果について検討するため，2008 年 1 月～
2014 年 6月の車上狙い等の発生日・発生地点を用いて，時空間 K関数を求めた．時空間的集
積性の程度を見るために定める空間・時間の幅は，100 m・7日（最大 1000 m，56日間）とし
た．モンテカルロシミュレーション（999 回）に基づく有意性検定の結果，全体として有意な
時空間的集積が確認された（p < 0.001）．これに基づいて算出された D0 + 1の値を 100 m・7 日
の時空間バンド幅ごとに示したものが表 5-2 である．ここでは，十分な時空間集積が認めら
れる値として，D0 + 1 が 2 以上（ランダムと比較して近接反復被害のリスクが 2 倍以上高ま
っている）のセルに着目した（表では灰色に着色）．既存研究（Townsley et al., 2003）の知見
に基づく近接反復被害の効果が及ぶ範囲ii（表で太枠で囲った部分）として，1 件の犯罪から
 




被害としてみなせるものとした．これに基づき，本研究では 100 m・7日以内の D0 + 1 の値
を採用した． 
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100 m・7日以内において D0 + 1 = 2.25（倍）のリスクの高まりが観測されたため，以後の分
析ではこれを用いた． 
② ①での検討に基づき，近接反復被害効果が及ぶ範囲として，予測対象となる 2014 年
の 7月から 12月の 6ヵ月に対して，各月 1日から前 7日以内（すなわち，6月，7月，…，
11 月の最終週）の犯罪発生地点から 100 m の範囲にあるセルを抽出した．次に，上述の残
差を反映した RTM のリスク値に対して，上で抽出したセルに該当するものについては 100 
m・7 日以内の近接反復被害のリスクの高まりを示す 2.25 を乗算し，それ以外のセルは 1
を乗算した．総合リスク値 λ’i,tは，セル i の長期的・潜在的リスク値 λi，月 t におけるセル
i の短期的・顕在的リスク値 ηi,t を用いて式 (5.3) のように表せる．ただし，ηi,t は式 (5.4) 
のような値をとるものとする．ここで，N(k, d+u-7)は，月 t の初日 dから直近 7日以内の各
日において，セル iから 100 m圏内にあるセル kで発生した車上狙い等の件数である． 
 
λ′𝑖,𝑡 = λ𝑖η𝑖,𝑡 
 (5.3) 
η𝑖,𝑡 = {









③ 各セルのリスク値 λ’i,tを再度 0－9の 10水準に等量分類し，リスク面を作成した． 
  
このように，オリジナルの RTMに対して，空間回帰残差を考慮し，さらに近接反復被害効





表 5-2 100 m・7日ごとの近接反復被害効果（D0 + 1）の大きさ 
 
距離 (m) / 日 ≦0 ≦7 ≦14 ≦21 ≦28 ≦35 ≦42 ≦49 ≦56
≦0 24.63 5.75 5.32 4.53 3.97 3.76 3.50 3.40 3.23
≦100 6.08 2.25 1.84 1.76 1.71 1.64 1.54 1.50 1.49
≦200 3.58 1.59 1.42 1.36 1.38 1.33 1.28 1.27 1.27
≦300 2.70 1.48 1.37 1.30 1.29 1.26 1.23 1.21 1.20
≦400 2.06 1.38 1.30 1.25 1.22 1.19 1.17 1.16 1.15
≦500 1.73 1.26 1.21 1.17 1.15 1.13 1.11 1.11 1.10
≦600 1.60 1.21 1.15 1.13 1.12 1.10 1.09 1.08 1.07
≦700 1.35 1.14 1.11 1.09 1.08 1.07 1.07 1.06 1.05
≦800 1.28 1.13 1.10 1.08 1.08 1.07 1.06 1.05 1.04
≦900 1.23 1.10 1.08 1.06 1.06 1.05 1.05 1.04 1.04
≦1000 1.15 1.06 1.05 1.04 1.05 1.04 1.04 1.04 1.03







算（前月最終週に犯罪が発生したセルは 2.25，その他のセルは 0 を足す）した後，0–9 の 10
水準に等量分類したものとした． 
また，他にオリジナルの RTM（単に「RTM」と呼称），e-RTMも比較の対象とした． 

















図 5-2に，オリジナルの RTMである RTMと，今回の提案手法である e-RTM*NRの出力結
果を示す．RTMでは，予測変数として用いた駐車場等の地理的分布は一時点のものであるた
め，出力される予測地図は一枚のみである．一方，e-RTM*NR では，近接反復被害効果によ
り月単位で変動する短期的リスクを考慮しているため，予測地図は，2014年 7–12 月の 1ヵ月





では 55.6%と，約 15%程度高くなっている．月ごとの結果を見ると，7 月（25.0% < 75.0%），
8月（40.0% < 60.0%），9 月（27.3% < 45.5%）で，e-RTM*NRが RTMを上回る精度を示して
おり，これが平均的な精度の向上につながったことが見てとれる．一方，e-RTM と e-RTM+NR
の的中率は同等であった．8 月から 9 月はともに RTM の的中率を上回り，平均では 47.3%と
なった． 
PAI の平均で各モデルを評価すると，6 ヵ月平均では RTM の 1.87 に対し，e-RTM*NR は
1.86 とほぼ同水準となり，面積あたりの正確性は同等という結果となった．PAI を月ごとに比
較すると，7 月から 9 月は e-RTM*NR が RTM を上回っているものの，10 月以降では（的中
率が同じで高リスク領域の面積が増加したため）劣る結果となった．e-RTM（1.80），e-RTM+NR
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（1.70）は，ここでは RTM を下回る結果となった．特に，e-RTM+NRは最下位であった． 
次に，予測の安定性について見ると，的中率，PAI の 6ヵ月の標準偏差は，e-RTM*NRがそ
れぞれ 11.9，0.31 と最も低かった．RRI の値については，平均して最も 1 に近かったのは e-
RTM*NR（1.03）であった．また，二乗平均平方根を見ても，e-RTM*NR（0.25）が最も小さ
かった．e-RTM と e-RTM+NRについては，安定性の指標はほぼ同等で，RRI の平均，二乗平
均平方根ともに，最も大きな値となった． 
以上をまとめると，比較した 3 モデルにおいて，e-RTM*NR が予測精度（面積あたりの的
中率は RTM と同等），安定性ともに最大であり，e-RTMの予測精度は中程度で安定性は低く，
 
図 5-2 RTM，および e-RTM*NR による予測地図 









表 5-3 指標による手法間比較，および予測対象月ごとの実際の発生件数 
 
的中率 (%) PAI RRI
RTM e-RTM e-RTM+NR e-RTM*NR RTM e-RTM e-RTM+NR e-RTM*NR RTM e-RTM e-RTM+NR e-RTM*NR
月次
発生件数
7月 25.0 25.0 25.0 75.0 1.14 0.95 0.95 2.08 - - - - 4
8月 40.0 60.0 60.0 60.0 1.83 2.29 2.27 2.21 1.60 2.40 2.39 1.06 5
9月 27.3 45.5 45.5 45.5 1.25 1.73 1.64 1.64 0.68 0.76 0.72 0.74 11
10月 37.5 37.5 37.5 37.5 1.72 1.43 1.31 1.30 1.38 0.82 0.80 0.80 8
11月 55.6 55.6 55.6 55.6 2.54 2.12 1.91 1.84 1.48 1.48 1.46 1.41 9
12月 60.0 60.0 60.0 60.0 2.75 2.29 2.14 2.11 1.08 1.08 1.12 1.15 10
平均 40.9 47.3 47.3 55.6 1.87 1.80 1.70 1.86 1.24 1.31 1.30 1.03
ばらつき 13.1 12.8 12.8 11.9 0.60 0.49 0.46 0.31 0.41 0.68 0.67 0.25









また，道路リンクの総延長に占める幅員 3 m～5.5 m 未満の道路リンク延長の割合が 15 位と
やや高く，比較的狭い街路で構成される地区であった．Ⅲに該当する町丁目は，人口密度が
14 位とやや高い点や，地区面積あたりの事業所数が 11位と高い点はⅡ，Ⅳの地区と共通して
いるが，道路の平均リンク長が 14 位とやや長く，道路リンクの総延長に占める幅員 13 m 以
上の道路リンク延長の割合が 11位とやや高いなど，比較的大きい道路に貫かれた地区であっ
た．Ⅴに該当する町丁目は，人口密度が 9 位，かつ 6 階建て以上の高層住宅に住む世帯割合





















表 5-4  e-RTM*NR で新たに高リスク領域となったエリアの状況 
（各指標値右の括弧内の数字は，当該エリアの指標値の 53 町丁目中の順位） 
 
エリア
Ⅰ 17736.6 (12) 1936.6 (40) 30.3 (7) 64.4 (39) 8.6 (9) 75.1 (40) 61.8 (29) 0.0 (32) 96.8 (1) 3.2 (53)
Ⅱ, Ⅳ 15970.9 (16) 6082.9 (8) 18.3 (20) 77.4 (22) 3.7 (24) 87.5 (27) 60.4 (33) 3.1 (28) 41.6 (34) 55.3 (15)
Ⅲ 16436.8 (14) 5891.4 (11) 18.9 (18) 62.6 (42) 2.0 (37) 87.7 (25) 72.9 (14) 19.1 (11) 49.8 (27) 31.1 (35)
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ただし，e-RTM*NR でも，予測精度の向上は 7 月～9 月にとどまっている．e-RTM の時点
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含まれているi．なお，研究対象地である福岡市は，2015 年国勢調査時点で人口 153.9 万人，
面積は 343.3 km2であり，東区（人口 30.6 万人），博多区（人口 22.8 万人），中央区（人口 19.3
万人），南区（人口 25.6万人），城南区（人口 13.1 万人），早良区（人口 21.8 万人），西区（人






できず，エラーとなった 233件について，Google Map と Google Street Viewを利用しながら手
動で緯度経度座標を取得した．  
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経度情報からプロットされた脅威事案のデータとを空間結合し，最寄りの施設情報を取得，
備考欄に記載された情報と齟齬があった 991 件について，あらためて Google Map と Google 
Street Viewを利用しながら緯度経度座標を修正した． 
この過程を経て，詳細な発生地点が不明の 46 件，丁目以上のレベルでしかジオコーディン
グができなかった 15件，その他に，電車内で発生した 232 件，成人男性が被害者の 9件，離
島で発生した 1件，天神地下街で発生した 18 件を除いた結果，件数は 3942 件となった． 
3924件のうち，痴漢は 724 件であった．分析の目的に鑑み，児童（小学生以下）を除いた
13 歳以上の被害のみを抽出し，最終的には 671件となった．このうち，予測モデルの作成に
用いた 2014～2017 年の事案は 584 件，2018 年の事案は 87件であった．時間帯ごとの痴漢発




り（107.6 m），最終的に 100 m 四方のセルとした．なお，都市計画 GISデータの「土地利用」
データベースを用いて，痴漢が発生する可能性がきわめて低い場所として，樹林地，田畑，
河川・湖に該当する面積が 9割以上を占めるセルは，分析から除外した．結果として，計 24530





作するにあたり，Esri 社の ArcGIS Desktop 10.5を用いた． 
まず，社会経済的要因について述べる．SES 指標としては，町丁目ごとの推計平均世帯年
収を，居住流動性指標としては，居住年数 5 年未満人口比率を，それぞれ設定した．前者に
表 6-1 時間帯ごとの痴漢発生件数 
 
5:00 ~ 13:59 14:00 ~ 18:59 19:00 ~ 23:59 0:00 ~ 4:59 全時間帯
2014～2017年 99 92 247 146 584
2018年 13 21 36 17 87
 
図 6-1 福岡市 
 








































ii 階級は，「年収 200万円未満」で始まり，「年収 200～300万円」，…，「年収 900～1000万
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表 6-2 長期的・潜在的リスクの予測変数データ源，および記述統計 




推計平均世帯年収 E 0 750.08 383.43 123.41 




人口密度 A 0 0.05 0.01 0.01 
15 歳未満人口比率 A 0 0.41 0.11 0.07 
単身・15 歳から 29 歳女性人口比率 A 0 0.31 0.08 0.05 
低層住宅世帯比率 A 0 0.83 0.08 0.10 
中層住宅世帯比率 A 0 1.00 0.15 0.20 
高層住宅世帯比率 A 0 1.00 0.21 0.29 
15 歳未満男女の流動人口① D 0 14323.00 73.14 263.82 
15 歳未満男女の流動人口② D 0 10697.00 77.24 258.63 
15 歳未満男女の流動人口③ D 0 3512.00 5.88 50.29 
15 歳未満男女の流動人口④ D 0 30.00 0.02 0.72 
15～29 歳女性の流動人口① D 0 18993.00 103.08 451.16 
15～29 歳女性の流動人口② D 0 31203.00 75.75 418.60 
15～29 歳女性の流動人口③ D 0 55170.00 54.73 503.41 
15～29 歳女性の流動人口④ D 0 33940.00 4.76 279.11 
住宅面積 C 0 5066.83 578.84 766.60 
共同住宅面積 C 0 12051.06 389.37 681.09 
業務施設面積 C 0 43665.58 151.72 580.31 
飲食店面積 C 0 5281.34 16.05 106.58 
娯楽施設面積 C 0 7895.00 4.14 95.41 
遊戯施設面積 C 0 6693.90 14.25 197.55 
飲食店までの距離 C 0 3496.45 333.25 456.21 
娯楽施設までの距離 C 0 11661.23 1210.90 1571.74 
遊戯施設までの距離 C 0 7364.56 788.60 861.26 
宿泊施設までの距離 C 0 5343.90 943.93 766.50 
大規模小売店までの距離 C 0 4343.52 355.72 524.42 
駅までの距離 B 0 11971.25 1802.71 2064.21 
バス停までの距離 B 0 3664.34 302.85 407.46 
公園までの距離 B 0 6377.39 337.03 612.84 
学校までの距離 B 0 7501.50 663.72 793.15 
犯 罪 可
能要因 
その他の年齢の男女の流動人口① D 0 89537.00 486.41 1948.60 
その他の年齢の男女の流動人口② D 0 57558.00 298.76 1055.71 
その他の年齢の男女の流動人口③ D 0 60363.00 207.60 928.50 
その他の年齢の男女の流動人口④ D 0 23280.00 14.79 255.10 
空地面積 C 0 10000.00 628.97 1474.99 




た①～④の数字は①5～14 時，②14～19 時，③19～24 時，④0～5 時にそれぞれ対応 
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6.3.3 分析方針 
表 6-3に予測モデル作成に用いた 2014～2017 年の件数の時間帯ごとの分布を示す．これを
見ると，0件のセルが極端に多い分布となっていることがわかる．このことから，今回はゼロ
過剰な負の二項回帰（Zero-Inflated Negative Binomial，以下 ZINB）モデルを用いて分析を行っ
た．セル i における犯罪発生件数が yiとなる確率は，確率 p，平均 µ，サイズパラメータ θを
用いて，式 (6.1) ～ (6.3) のように表すことができる． 
 
























 ,   𝑦𝑖 > 0
 
(6.1) 














比率，人口密度，15歳未満人口比率，単身 15歳から 29 歳女性人口比率，低層住宅世帯比率，
中層住宅世帯比率，高層住宅世帯比率を用い，カウント部には全ての変数を用いた．長期的・
潜在的リスクの値は，推定される期待値 λ（式 (6.4) ）を用いた． 
 








また，表 6-2に見られるように，データ源 B～Dから得た指標は，データ源 A，Eから得
られる変数と比較してレンジが大きく，同時投入することでパラメータ推定が不安定となる
ことが懸念されたため，1 を足して自然対数をとる処理を行い，モデルに投入した． 
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表 6-3 2014～2017 年における応答変数の分布（時間帯ごと） 
 
0件 1件 2件 3件 4件 5件
件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 計
5：00～13：59 24437 99.6% 87 0.4% 6 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 24530
14：00～18：59 24442 99.6% 85 0.3% 2 0.0% 1 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 24530
19：00～23：59 24293 99.0% 227 0.9% 10 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 24530
0：00～4：59 24396 99.5% 125 0.5% 8 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.0% 24530
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観測値 Os,tは，実際に発生した n件の事案について，n (n-1) / 2 通りのペアの距離差・日数差
を，特定の距離帯 s・時間帯 t で計算したものである．期待値 Es,tは，個々の事案が独立して
発生していると仮定した標本として，観測データの事案発生場所，発生日の関係をランダム
に並び替えたものを用いて，距離差・日数差を計算し，この操作を距離帯 s・時間帯 t ごとに
999 回繰り返した後，その平均をとる．統計的仮説検定では，観測値の 999 の標本値における
パーセンタイル点をもって p値とし，時空間近接がないことを帰無仮説とする．なお，Knox 
Test では，距離帯・時間帯を排他的にとる（たとえば，距離帯について 0 m 以上 100 m 未満，
100 m 以上 200 m 未満・・・と設定する）か，連続的にとる（たとえば，距離帯について 0 m
以上 100 m 未満，0 m以上 200 m未満・・・と設定する）かでバリエーションがあるが，前者
では，複数のセルを組み合わせた判断を行うと多重検定の問題が生じるため，今回は後者の
方法をとった． 
異罪種間の分析では，同じく Knox Test を用いるが，時間的な前後関係を声かけ，つきまと
い，卑わい言動が痴漢よりも先に発生しているペアのみをカウントする． 








 同罪種間の Knox Testの結果として，観測値（表 6-5），Knox 比（表 6-6）を示す．Knox比








vi 小数第三位で四捨五入して表示しているため，実際には 2未満のセルも 2.00 として表示
されている場合がある． 












表 6-5 100 m・7 日以内ごとの痴漢イベントのペア数 
 
≦7日 ≦14日 ≦21日 ≦28日 ≦35日 ≦42日 ≦49日 ≦56日
≦100m 7 11 13 18 20 22 24 27
≦200m 16 22 28 38 47 51 58 65
≦300m 35 46 62 76 90 98 113 126
≦400m 54 74 93 117 142 158 187 207
≦500m 76 111 137 172 210 233 271 297
≦600m 99 145 182 228 275 304 346 384
≦700m 118 173 219 275 336 375 427 479
≦800m 134 205 266 333 403 454 513 581
≦900m 146 231 300 382 462 522 596 677
≦1000m 154 253 332 421 516 584 668 763
≦1100m 187 301 391 498 605 685 786 899
≦1200m 206 329 425 548 667 757 874 1003
≦1300m 219 350 463 607 737 839 970 1115
≦1400m 239 381 511 668 811 925 1072 1231
≦1500m 258 415 557 733 889 1019 1186 1357
表 6-6 100 m・7 日以内ごとの痴漢イベントの Knox 比 
 
≦7日 ≦14日 ≦21日 ≦28日 ≦35日 ≦42日 ≦49日 ≦56日
≦100m 4.18 3.39 2.75 2.93 2.60 2.40 2.26 2.23
≦200m 3.14 2.28 2.00 2.09 2.08 1.91 1.87 1.84
≦300m 3.44 2.43 2.26 2.14 2.05 1.89 1.88 1.84
≦400m 3.29 2.42 2.10 2.04 2.00 1.88 1.92 1.86
≦500m 3.20 2.52 2.16 2.08 2.06 1.92 1.93 1.85
≦600m 3.08 2.43 2.11 2.03 1.98 1.85 1.82 1.76
≦700m 2.78 2.20 1.93 1.86 1.84 1.73 1.70 1.67
≦800m 2.57 2.11 1.90 1.82 1.78 1.69 1.65 1.64
≦900m 2.25 1.92 1.72 1.68 1.65 1.57 1.54 1.54
≦1000m 2.01 1.77 1.60 1.56 1.54 1.47 1.45 1.45
≦1100m 2.05 1.77 1.59 1.55 1.52 1.45 1.43 1.44
≦1200m 1.99 1.70 1.52 1.50 1.47 1.41 1.40 1.41
≦1300m 1.87 1.61 1.46 1.47 1.44 1.38 1.38 1.38
≦1400m 1.83 1.56 1.44 1.44 1.41 1.36 1.36 1.36
≦1500m 1.77 1.53 1.41 1.42 1.39 1.34 1.35 1.35
第 6章 新手法の痴漢への適用と評価 
121 
以内の間，発生地点から 800 m 以内にあるセルの長期的・潜在的リスクの値を 2.11倍し，総
合的なリスク値を算出した．この処理は，2018 年 1 月 1 日～2018 年 12 月 31 日まで行われ，
1つのセルに対して，4時間帯ごとに，365 日分の予測値が与えられた．総合リスク値 λ’i,tは，
セル iの長期的・潜在的リスク値 λi，任意の日 dにおけるセル i の短期的・顕在的リスク値 ηi,d
を用いて式 (6.6) のように表せる．ただし，ηi,dは式 (6.7) のような値をとるものとする．式 
(6.8) における N(k, d＋u－14)は，ある日 d＋u－14 においてセル i から 800 m 圏内にあるセル
k で発生した痴漢の件数である． 
 
λ′𝑖,𝑑 = λ𝑖η𝑖,𝑑 
 (6.6) 
η𝑖,𝑑 = {

























た 2018年の痴漢発生の累積相対度数を対応させたものが，図 6-2である．対応する AUCは，
①5：00～13：59，②14：00～18：59，③19：00～23：59，④0：00～4：59 の時間帯ごとに①
0.864，②0.799，③0.818，④0.945となり，概ね高い予測精度が得られた．また，時間帯④の
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表 6-7 各モデルによる AUC，およびリスク上位 10%のセルにおける的中率 
 
時間帯 ZINB*NR ZINB+NR ZINB KDE ZINB*NR ZINB+NR ZINB KDE
5:00 ~ 13:59 0.864 0.949 0.846 0.567 69.2% 92.3% 69.2% 0.0%
14:00 ~ 18:59 0.799 0.800 0.788 0.588 61.9% 61.9% 61.9% 0.0%
19:00 ~ 23:59 0.818 0.819 0.815 0.714 40.0% 42.9% 40.0% 0.0%
0:00 ~ 4:59 0.945 0.944 0.933 0.579 82.4% 88.2% 82.4% 0.0%
全時間帯 0.868 0.867 0.860 0.723 64.0% 64.0% 64.0% 14.5%
AUC リスク上位10%のセルにおける的中率
 












































図 6-3 長期的・潜在的リスクが上位 10%のリスクに含まれるセル（ZINB による予測） 
0 5 102.5 km
¯
① 5:00 ~ 13:59 ② 14:00 ~ 18:59
③ 19:00 ~ 23:59 ④ 0:00 ~ 4:59












































































市街地における分析（罪種は不明）を行った Bogomolov et al.（2014）では AUC＝0.64，シカ
ゴ市における分析（罪種は不明）を行った Kang and Kang（2017）では AUC＝0.83，スイスの
 
図 6-4 2014～2017 年の時間帯ごとの痴漢発生件数 
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アールガウ州で侵入盗を分析した Kadar et al.（2019）では AUC＝0.779，ブリスベン市で暴行












が 0.1 を下回るオーダーであるのに対し，短期的・顕在的リスクは，直近 14 日以内，800 m









回帰分析における推定期待値(1－p)µ）と，短期的・顕在的リスクの値（本章 4節の Knox Test
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7.2.3 予測モデルの作成 
















こでの「ATM 設置場所」とは，同一金融機関の ATM が 1 台，もしくは連坦して複数台設置















i 本データは，日本 ATM株式会社が保有する，銀行とコンビニを中心に ATM 拠点情報を収
録した ATM 拠点データベースであり，都市銀行，ゆうちょ銀行，信託銀行，地方銀行，
第二地銀，信用金庫，労働金庫（信用金庫と労働金庫は，東京都，千葉県，埼玉県，神奈
表 7-1 福岡市における 2016 年の行政区ごとの ATM 台数， 
および還付金等詐欺の誘導発生件数（福岡県警提供データに基づく） 
 博多区 中央区 南区 西区 城南区 早良区 総計 
ATM 場所数 (A) 436 341 177 176 85 162 1625 
行政区ごと発生件数 (B) 10 7 13 8 6 7 67 
行政区ごと発生率 (B / A) 2.3 % 2.1 % 7.3 % 4.5 % 7.1 % 4.3 % 4.1 % 
 





ち 89箇所は筆者が追加）であり，誘導発生件数は 67 箇所，93件であった．表 7-1に行政区






変数 1 は，CPTED（Crowe, 1991）における「自然な監視」が，店舗と ATM との位置関係に
よって左右されると考え，設定した．ほかに，魅力的な被害対象（日常活動理論：Cohen and 
Felson, 1979），犯行が露見するリスク（合理的選択理論：Cornish and Clarke, 1984）を考慮し








表 7-2 予測変数一覧 
  変数名 データ源 
ATM 設置場所の直近，および周辺環境 









# 3 直進中心性 
# 4 近接中心性 
# 5 最寄り駅までの距離 Zmap Area II 2014-3 版（株式会社ゼンリン） 
# 6 最寄りバス停までの距離 国土数値情報「バス停留所データ」2010 年度
版（国土交通省） 
# 7 最寄り警察署・交番までの距離 国土数値情報「警察署データ」2014 年度版
（国土交通省） 
# 8 ATM 設置建築物の面積 Zmap TOWN II 2013/14 年度 Shape 版（株式
会社ゼンリン） 







# 10 65 歳以上夫婦のみ世帯割合 
国勢調査 2015 年（総務省統計局） 
# 11 65 歳以上単身世帯割合 
# 12 地区の平均世帯年収 年収別世帯数データ 2013（マップマーケティ
ング株式会社） 
# 13 地区の平均貯蓄 貯蓄推計データ 2014（マップマーケティング
株式会社） 
# 14 人口密度 国勢調査 2015 年（総務省統計局） 
# 15 事業所密度 経済センサス 2014 年（総務省統計局） 
 










ける「建築物」は，「Zmap TOWN II 2013/14 年度 Shape 版」より，離島に存在する建物（2,543
















を，周辺に存在する ATM が少ないほど，当該 ATM の利用頻度が増えると考えられることか










図 7-1 「ATM 設置建築物との位置関係」イメージ： 
左から「屋内」，「隣接」，「敷地内または独立」 
設置建築物 ATM 敷地境界
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とから，「事業所密度」（変数 15）をそれぞれ設定した． 
ここまで設定した予測変数について，4 章 2 節で議論した長期的・潜在的リスク要因との











対象（suitable target：Cohen and Felson, 1979）となりうる．この場合，高い SES は還付金等詐
欺発生を抑制するよりも，促進する効果をもつと考えられる．こうしたことから，変数 12 と
13 は，犯罪生成・誘引要因としての側面も同時にもつといえよう．変数 14，15 は，潜在的被
害対象や，誘導の対象となる ATM の多寡と関連すると考えられることから，やはり犯罪生
成・誘引要因である． 
各データの作成方法は，以下の通りである．変数 1 は，Google ストリートビューによる目
視確認，および各金融機関ホームページ，各建築物の構内図を参照することで，各 ATM 設置
場所をコーディングした．変数 2～4は，「Zmap TOWN II 2013/14 年度 Shape 版」から，対象
地域における戸建て住宅以外の建物を抽出し，各 ATM 設置場所から最も距離の近い建築物を
特定した上で算出（建物面積で重み付け）したii．変数 5は，「Zmap Area II 2014-3版」のうち，
「駅名称」，および「地下駅名称」を抽出し，各 ATM 設置場所から最近接の駅までの距離を
算出した．変数 6は，国土数値情報「バス停留所データ」2010 年度版を用い，各 ATM設置場
 
ii Urban Network Analysisでは，建物をノード，街路をエッジとして，街路ネットワーク上に








𝑗,𝑘∈𝐺−{𝑖},   𝑑[𝑗,𝑘]≤𝑟
 
𝑆𝑡𝑟𝑎𝑖𝑔ℎ𝑡𝑛𝑒𝑠𝑠 𝐶𝑒𝑛𝑡𝑟𝑎𝑙𝑖𝑡𝑦 = ∑
𝛿[𝑖, 𝑗]
𝑑[𝑖, 𝑗]




∑ (𝑑[𝑖, 𝑗] ∙ 𝑊[𝑗])𝑗∈𝐺−{𝑖},   𝑑[𝑖,𝑗]≤𝑟
 
これらはそれぞれ，検索範囲を rとして，互いの経路距離が r 以下の建物 j，k をつなぐ経路
のうち建物 iを通る経路の割合，互いの経路距離が r 以下の建物 i，j間の直線距離と経路距
離の比，建物 i から経路距離 r で到達可能な建物 j への経路距離の和の逆数を表す．ツール
は，City Form Labのホームページ（http://cityform.mit.edu/projects/urban-network-analysis.htm
l）からダウンロードした． 




最近接の警察施設までの距離を算出した．変数 8は，「Zmap TOWN II 2013/14 年度 Shape 版」
から，戸建て住宅以外の建物を抽出し，各 ATM設置場所を含むか，最も距離の近い建築物を
特定した上で面積を算出した．変数 9は，ATM設置場所のポイントデータからカーネル密度
推定を行った後，各 ATM 設置場所が含まれるセルの密度推定値を，当該 ATM 設置場所の値
としたiii．なお，変数 2～4の検索範囲となる経路距離 r（補注 ii参照），および変数 9のバン
ド幅として，孔ら（2011）を参照し，65 歳以上の住民が買物施設までの移動に負担を感じな
い距離として，300 m と設定した．また，変数 9のセルサイズとして，戸建て住宅以外の建物
の平均面積を算出（160.9 m2）した上で平方根をとり，12.7 mと設定したiv． 











は，Urban Network Analysis Toolbox ver.1.1を用いた． 
 
7.3.3 分析方針 





iii 孔ら（2011）の調査では，65歳以上の住民の 80 %が，買物施設までの移動に負担を感じ
ない距離は約 300 mであった． 
iv ある ATM設置場所から徒歩圏内で行ける ATMの多寡を表すために，ATM が設置されう
る建築物の平均的な大きさをセルサイズとして設定した． 
v 階級は，「年収 200万円未満」で始まり，「年収 200～300万円」，…，「年収 900～1000万
円」まで 100万円ごと増加，さらに「年収 1000～1500 万円」，「年収 1500 万円以上」の全
11階級であった．階級値は，それぞれ「200万円」，「250 万円」，…，「950 万円」，「1250
万円」，「1500 万円」とした． 










本分析では，スーパーにある ATM 設置場所 111 箇所を分析対象とした．これら 111 箇所の
ATM設置場所が所属する町丁目数は，84 であった． 
図 7-2には，応答変数となる ATM設置場所ごとの誘導発生件数（スーパーのみ）の度数分













 / 全場所数 
スーパーマーケット， 
もしくはドラッグストア 
43 25 111 22.5% 
病院 8 6 34 17.6% 
その他屋外 2 2 14 14.3% 
駅 10 7 70 10.0% 
デパート，もしくは 
大型商業施設 
9 8 81 9.9% 
その他施設 6 6 69 8.7% 
大学 1 1 21 4.8% 
金融機関 7 6 461 1.3% 
コンビニエンスストア 7 6 754 0.8% 
空港 0 0 10 0.0% 
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数の級内相関を示す ICC（Intra-Class Correlation）viは 0.22 であり，マルチレベル分析を行う
ことが妥当な水準であった．ここで用いた分析モデルは以下のように表せる． 
 
𝑙𝑛(λ𝑖𝑗) =  β0𝑗 + ∑ β𝑚
𝑀
𝑚=1
𝑥𝑚𝑖𝑗 + 𝑟𝑖𝑗 
(7.1) 
β0𝑗 = γ00 +  𝑢0𝑗 
(7.2) 
λijは，地区 j の ATM設置場所 i における誘導発生件数の期待値であり，負の二項分布にした
がうものとする．これが求めるべき長期的・潜在的リスクの値となる．β0jは切片，βmが予測
変数 xmの回帰係数，xmijが予測変数であり，rijは残差である．また，地区ごとに変動する切片
β0j は，固定効果 γ00と変量効果 u0jからなる． 
なお，変数 1は「屋内」を参照水準とした． 




求められる．ここで ICCは，地区間の分散 τ00（式 (7.2) の u0jの分散）と全体の分散 τ00＋
σ2（σ2は式 (7.1) における rijの分散）の比をとったもの，すなわち τ00 / (τ00＋σ2) として求
めた． 
表 7-4 予測変数の要約統計量 
 変数名 度数 最小値 最大値 平均 標準偏差 
設置場所・直近環境      
# 1 ATM 設置建築物との位置関係 111 - - - - 
# 2 媒介中心性 111 0 1754351.00 260155.30 310656.70 
# 3 直進中心性 111 2678.43 53535.09 19405.56 11441.68 
# 4 近接中心性 111 7.00 × 10-8 2.13 × 10-6 3.02 × 10-7 2.62 × 10-7 
# 5 最寄り駅までの距離 (m) 111 11.15 5007.98 1047.34 1001.85 
# 6 最寄りバス停までの距離 (m) 111 15.24 487.04 130.89 82.77 
# 7 最寄り警察署・交番までの距離 (m) 111 71.03 1839.07 727.90 339.86 
# 8 ATM 設置建築物の面積 (m2) 111 4.68 10029.48 2327.41 2028.88 
# 9 周辺の ATM 密度 (箇所 / m2) 111 1.06 × 10-5 1.27 × 10-4 3.38 × 10-5 2.48 × 10-5 
地区環境      
# 10 65 歳以上夫婦のみ世帯割合 84 0 0.20 0.07 0.04 
# 11 65 歳以上単身世帯割合 84 0 0.43 0.11 0.06 
# 12 地区の推計平均世帯年収 (万円) 84 267.70 587.88 424.96 63.13 
# 13 地区の推計平均貯蓄 (万円) 84 6100.05 15726.48 10646.97 2027.17 
# 14 人口密度 (人 / m2) 84 1.96 × 10-4 3.29 × 10-2 1.11 × 10-2 6.47 × 10-3 
# 15 事業所密度 (箇所 / m2) 84 6.93 × 10-7 8.91 × 10-3 7.15 × 10-4 1.30 × 10-3 
 

















設置場所で発生する誘導のみに関心があるため，同一の場所（距離差 = 0）の Knox比のみに
着目した．  
表 7-5 GLMM によるパラメータ推定結果 
 











S. E.  推定値 S. E.  推定値 S. E.  
固定効果          
切片 -1.69 0.37 *** 27.93 5.87 *** 28.68 5.97 *** 
設置場所・直近環境          
位置関係「隣接」    1.14 0.48 * 1.49 0.56 ** 
位置関係「敷地内，独立」    0.30 0.65  0.34 0.68  
媒介中心性    0.85 0.35 * 0.88 0.40 * 
直進中心性    -3.81 0.68 *** -3.70 0.78 *** 
近接中心性    -7.1 × 106 264.7
0 
*** -9.6 × 106 311.60 *** 
ln_駅までの距離    -0.05 0.17  -0.21 0.18  
ln_バス停までの距離    -0.02 0.30  -0.04 0.30  
ln_警察施設までの距離    0.00 0.37  0.01 0.35  
ln_ATM 設置建築物の面積    0.06 0.12  0.02 0.12  
ln_周辺の ATM 密度    -3.5 × 104 241.7
0 
*** -2.1 × 104 340.60 *** 
地区環境          
65 歳以上夫婦のみ世帯割合       -4.19 7.41  
65 歳以上単身世帯割合       -7.76 6.77  
推計平均世帯年収       0.00 0.00  
推計平均貯蓄       3.5 × 10-4 0.00 *** 
人口密度       -64.91 56.08  
事業所密度       -1686.00 371.90 *** 
変量効果（分散の推定値）          
 地区  1.51    0.29    0.00  
AIC  189.3   176.0    175.6  
BIC  197.4   211.2    227.1  
log likelihood  -91.6   -75.0    -68.8  
レコード数（Lv. 1: ATM 設置場所） 111   111   111  
レコード数（Lv. 2: 地区） 84   84   84  
Note. ***: p<0.001, **: p<0.01, *: p<0.05 
 





全 1625箇所で発生した 93 件の誘導の位置・発生日情報を用いた． 










販売する「ATM 拠点データベース」の 2017 年版を基本とし，収録対象外となっていた JAバ
ンク，信用金庫，労働金庫の位置情報を追加（92箇所）したものを用いた．2017年における
福岡市の ATM 設置場所の全件数は，1664箇所である．なお，2016 年のデータに対し，66件















年のデータから作成されたモデル）に対し，2017 年におけるスーパーの ATM 設置場所のデ
ータを外挿した．これによって得られた 2017 年の誘導発生件数の予測値を長期的・潜在的リ
スクとした．さらに，ある ATM 設置場所が，一度誘導対象になったときから 7 日間の長期
的・潜在的リスクの値に対し，4 節の分析で得られた結果より，反復誘導のリスク比（短期
的・顕在的リスク）の 1.97 を乗算し，総合的リスク値とした．総合リスク値 λ’ij,dは，ATM 設
表 7-6 Knox 比にもとづく反復誘導分析の結果 
 ≦ 1 日 ≦ 2 日 ≦ 3 日 ≦ 4 日 ≦ 5 日 ≦ 6 日 ≦ 7 日 ≦ 8 日 ≦ 9 日 ≦ 10日 
観測値 4 4 4 4 5 6 6 6 6 6 
Knox比 4.24 3.32 2.94 2.46 2.65 2.40 1.97 1.70 1.50 1.44 
p 値 0.0080 0.0165 0.0240 0.0465 0.0190 0.0140 0.0495 0.0910 0.1485 0.1675 
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置場所 i の長期的・潜在的リスク値 λij，任意の日 d における ATM 設置場所 iの短期的・顕在
的リスク値 ηi,dを用いて式 (7.3) のように表せる．ただし，ηi,dは式 (7.4) のような値をとるも
のとする．式 (7.5) における N(k, d＋u－7)は，ある日 d＋u－7において ATM 設置場所 i で発
生した誘導の件数である． 
 
λ′𝑖𝑗,𝑑 = λ𝑖𝑗η𝑖,𝑑 
 (7.3) 
η𝑖,𝑑 = {











「MLNB*NR（Multi-Level Negative Binomial * Near Repeat）」と呼称する． 






表 7-7 予測変数の要約統計量 
 変数名 度数 最小値 最大値 平均 標準偏差 
設置場所・直近環境      
# 1 ATM 設置建築物との位置関係 112 - - - - 
# 2 媒介中心性 112 0 1754351.00 267140.10 314726.70 
# 3 直進中心性 112 2678.43 53535.09 19092.69 10862.54 
# 4 近接中心性 112 7.33 × 10-8 2.13 × 10-6 3.06 × 10-7 2.64 × 10-7 
# 5 最寄り駅までの距離 (m) 112 11.15 5007.98 1061.79 1011.42 




112 71.03 1839.07 738.86 335.11 
# 8 ATM 設置建築物の面積 (m2) 112 4.68 10029.48 2033.59 1889.59 
# 9 周辺の ATM 密度 (箇所 / m2) 112 1.06 × 10-5 1.30 × 10-4 3.35 × 10-5 2.42 × 10-5 
地区環境      
# 10 65 歳以上夫婦のみ世帯割合 85 0 0.20 0.07 0.04 
# 11 65 歳以上単身世帯割合 85 0 0.43 0.10 0.05 
# 12 地区の推計平均世帯年収 (万円) 85 0 587.88 420.83 77.56 
# 13 地区の推計平均貯蓄 (万円) 85 0 15073.14 10437.77 2253.84 
# 14 人口密度 (人 / m2) 85 1.96 × 10-4 3.29 × 10-2 1.13 × 10-2 6.41 × 10-3 
# 15 事業所密度 (箇所 / m2) 85 6.93 × 10-5 5.87 × 10-3 6.23 × 10-4 9.37 × 10-4 
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と短期的・顕在的リスクを単純に足し合わせたもの（7日以内に犯罪が発生した ATM 設置場
所は 1.97，その他の ATM 設置場所は 0を足す）として「MLNB+NR」モデル，長期的・潜在
的リスクのみに基づいて予測する「MLNB」モデルをそれぞれ設定した．他に，ランダムに
ATM設置場所を選んだ場合に，2017 年の誘導対象をどの程度的中できるかを見た「ランダム






ランダム予測では，112箇所の ATM 設置場所から，約 20 %にあたる 22箇所を無作為に抽
出し，2017年の誘導発生状況と照合，この試行を 999 回反復し，その平均をとった．ナイー
ブ予測は，2017 年に福岡市に存在するスーパーにある ATM 設置場所のうち，2016 年に詐欺
の誘導が 1 件以上生じていたものをハイリスクな ATM 設置場所とし，2017 年の誘導発生状
況と照合した． 
モデルによる予測である MLNB*NR，MLNB+NR，MLNB では，算出されたリスク値の上
位 10 %（112箇所中 11箇所），20 %（112 箇所中 22 箇所），30 %（112箇所中 33箇所）をそ
れぞれハイリスクとしたとき，当該の ATM 設置場所で 2017 年に実際に誘導が発生していた
場合に，その件数を的中件数とした．この的中件数を 2017 年における全発生件数 30 件で除
し，的中率とした．ナイーブ予測の場合は，2016 年に詐欺の誘導が 1件以上発生していた ATM
設置場所 25 箇所において，2017 年にも誘導が発生していた場合，その件数をカウントし的
中件数とした．的中率は，モデル予測と同じく的中件数を 30で除した値である．これらを場
所割合（ハイリスクとされた ATM設置場所数が，全 112箇所に占める割合）で除した比率を




すべてのモデルの予測結果を表 7-8に示す．  
ランダム予測は，その定義上自明ではあるが，全体の 20 %の ATM設置場所で，19.7 %の詐
欺の誘導を予測していた（場所割合あたりの的中率は 0.99，つまりほぼ 1に等しい）．ナイー
ブ予測は，全体の 22.3 %の ATM設置場所で，46.7 %の詐欺の誘導を予測していた（場所割合







































表 7-8 各予測手法の予測精度 




リスク上位 10 % 7 (23.3 %) 11  (9.8%) 2.38 
リスク上位 20 % 13 (43.3 %) 22  (19.6 %) 2.21 
リスク上位 30 % 18 (60.0 %) 33  (29.5 %) 2.04 
MLNB＋
NR 
リスク上位 10 % 5 (16.7 %) 11  (9.8%) 1.70 
リスク上位 20 % 11 (36.7 %) 22  (19.6 %) 1.87 
リスク上位 30 % 18 (60.0 %) 33  (29.5 %) 2.04 
MLNB 
リスク上位 10 % 7 (23.3 %) 11  (9.8 %) 2.38 
リスク上位 20 % 13 (43.3 %) 22  (19.6 %) 2.21 
リスク上位 30 % 18 (60.0 %) 33  (29.5 %) 2.04 
ナイーブ予測 2016 年の誘導 1 件以上 14  (46.7 %) 25 (22.3 %) 2.09 
ランダム予測 リスク上位 20 % 5.92 (19.7 %) 22 (20.0 %) 0.99 
 





















































り（Deevy et al., 2012），また，還付金等詐欺に似た手口として，”IRX tax refund opportunity”な
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次に第 3 章では，2 章で取り上げた各予測手法のうちから特定の予測モデルを複数選び出
し，日本の実データに適用した．時空間クラスタの検出から PSTSS，犯罪の時空間相互作用
を考慮した犯罪発生の強度推定から ProMapと SEPP，犯罪生成・誘因要因からの犯罪発生リ
スクの予測から RTM，多様な情報からの犯罪発生リスクの予測から GAM をそれぞれ選び，
車上狙い・部品狙いに適用，25 m四方のセル単位で，月ごとに予測性能を評価した．分析の
結果，過去の犯罪の空間（位置）情報のみに依拠して予測する KDE，犯罪間の時空間相互作
























































第 7 章では，知能犯罪の一つである還付金等詐欺に際して生じる無人 ATM への誘導に対
し，新手法を適用した．長期的・潜在的リスクについて，犯罪生成・誘引要因（潜在的被害対
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表 8-1 本研究で提案した手法に基づく予測モデルと既存手法の比較 
 
RTM PROVE e-RTM*NR ZINB*NR MLNB*NR
犯罪生成・誘引要因 有 無 有 有 有
犯罪可能要因 無 無 (有) 有 有
社会経済的要因 無 有 (有) 有 (有)
近接反復被害 無 有 有 有 有




























































還付金等詐欺 有 有 無
































































































































































これまで米国のシュリーブポート（Hunt et al., 2014），ニューヨーク（Levine et al., 2017），フ




























































（diffusion of benefit：Clarke and Weisburd, 1994）の存在が指摘されている．利益の拡散
は，犯罪対策がなされた結果，当該の場所だけでなく，その周辺の場所でも犯罪が減少す
るという，対策のスピルオーバー効果を意味する．犯罪ホットスポットへの集中的警察活














は，12店舗中 8店舗が 5 回以上の被害に遭っていた（45ヵ月間）という．現地警察では，こ















ターが提案する ACTION（Assessment of the risk narrative，Connections，Task management，
Intervention planning / implementation，Outcome evaluation，Notifying others）のような枠組みは，



















































るものである．問題指向型警察活動は，さらに SARA（Scanning, Analysis, Response, 
Assessment）モデルという枠組みの中で，問題の洗い出し，問題の要因分析，対策の立
案・実行，対策の評価といったプロセスを踏むことで，効果的な警察活動を実現する．米










iv サードパーティ型警察活動（Buerger and Mazerolle, 1998）は，警察と警察以外のサードパ
ーティ（政府の規制当局，監察官，住宅当局，ライセンス当局，商業オーナー等）との関
係づくりから，サードパーティの資源と法的権力を利用しつつ，犯罪や秩序違反の問題を
統制，または防ぐよう，警察の能力を拡張するものである（Mazerolle et al., 2016）． 
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異罪種間の時空間的近接性の検証（第 6 章） 
 
表 6-5，表 6-6と同様に，100 m・7日以内ごとの先行事象（声かけ・つきまとい・卑わい








≦7日 ≦14日 ≦21日 ≦28日 ≦35日 ≦42日 ≦49日 ≦56日
≦100m 0 0 0 0 1 1 1 1
≦200m 1 3 5 5 9 10 10 12
≦300m 2 8 13 18 23 29 30 32
≦400m 6 14 23 29 35 41 45 48
≦500m 12 22 33 40 48 56 60 66
≦600m 14 24 39 48 58 68 75 84
≦700m 14 28 47 57 71 83 91 102
≦800m 17 34 57 69 85 105 117 130
≦900m 18 38 64 80 101 126 145 163
≦1000m 24 46 78 96 119 150 171 194
≦1100m 31 60 94 113 139 177 204 231
≦1200m 33 65 101 125 156 202 237 265
≦1300m 38 72 109 136 172 220 259 287
≦1400m 44 82 123 157 195 247 293 328
≦1500m 53 93 137 177 222 278 332 374
≦7日 ≦14日 ≦21日 ≦28日 ≦35日 ≦42日 ≦49日 ≦56日
≦100m 0.00 0.00 0.00 0.00 0.39 0.33 0.28 0.25
≦200m 0.58 0.97 1.08 0.86 1.20 1.11 0.95 1.02
≦300m 0.52 1.19 1.28 1.39 1.38 1.45 1.29 1.24
≦400m 0.95 1.25 1.36 1.34 1.26 1.23 1.16 1.11
≦500m 1.26 1.31 1.29 1.23 1.15 1.12 1.02 1.01
≦600m 1.07 1.04 1.11 1.07 1.01 0.99 0.93 0.94
≦700m 0.82 0.93 1.03 0.98 0.95 0.93 0.87 0.88
≦800m 0.78 0.89 0.98 0.93 0.90 0.93 0.88 0.88
≦900m 0.67 0.81 0.91 0.89 0.87 0.91 0.89 0.90
≦1000m 0.76 0.83 0.93 0.90 0.87 0.92 0.89 0.91
≦1100m 0.84 0.93 0.97 0.91 0.87 0.93 0.92 0.93
≦1200m 0.77 0.87 0.90 0.87 0.85 0.92 0.92 0.92
≦1300m 0.80 0.86 0.86 0.84 0.83 0.89 0.90 0.89
≦1400m 0.82 0.87 0.87 0.87 0.84 0.89 0.90 0.91












≦7日 ≦14日 ≦21日 ≦28日 ≦35日 ≦42日 ≦49日 ≦56日
≦0m 1 1 1 2 2 2 2 3
≦100m 1 1 1 3 3 4 5 6
≦200m 1 4 7 14 14 17 18 21
≦300m 2 6 12 20 20 25 27 32
≦400m 7 15 23 35 36 44 48 58
≦500m 9 18 31 47 50 60 71 85
≦600m 10 26 42 67 70 85 99 118
≦700m 13 33 54 85 89 105 122 142
≦800m 18 43 69 106 118 138 159 187
≦900m 22 53 85 127 141 168 194 228
≦1000m 30 66 103 149 170 202 235 273
≦1100m 39 82 123 174 201 234 272 315
≦1200m 46 94 139 192 224 264 306 351
≦1300m 56 113 163 226 266 311 358 407
≦1400m 65 125 181 251 300 348 402 458
≦1500m 72 139 201 275 329 384 442 506
≦7日 ≦14日 ≦21日 ≦28日 ≦35日 ≦42日 ≦49日 ≦56日
≦100m 1.21 0.64 0.43 0.98 0.81 0.91 0.99 1.03
≦200m 0.40 0.85 1.00 1.48 1.23 1.28 1.17 1.20
≦300m 0.39 0.62 0.84 1.03 0.86 0.92 0.86 0.89
≦400m 0.80 0.92 0.95 1.07 0.92 0.96 0.90 0.95
≦500m 0.72 0.78 0.91 1.02 0.90 0.93 0.94 0.99
≦600m 0.60 0.84 0.91 1.07 0.94 0.97 0.97 1.02
≦700m 0.61 0.83 0.91 1.06 0.92 0.94 0.93 0.95
≦800m 0.66 0.85 0.91 1.03 0.96 0.96 0.96 0.98
≦900m 0.67 0.87 0.92 1.02 0.95 0.97 0.96 0.99
≦1000m 0.77 0.91 0.94 1.01 0.96 0.98 0.98 0.99
≦1100m 0.85 0.96 0.96 1.00 0.97 0.97 0.97 0.98
≦1200m 0.87 0.96 0.94 0.96 0.94 0.95 0.94 0.95
≦1300m 0.93 1.01 0.97 0.99 0.98 0.98 0.97 0.96
≦1400m 0.97 1.00 0.96 0.98 0.98 0.98 0.97 0.97






≦7日 ≦14日 ≦21日 ≦28日 ≦35日 ≦42日 ≦49日 ≦56日
≦100m 1 1 2 3 3 4 4 5
≦200m 2 5 6 7 10 12 13 14
≦300m 4 10 13 14 17 19 22 23
≦400m 5 12 16 17 21 24 29 33
≦500m 9 18 23 25 32 38 44 50
≦600m 13 24 30 34 43 49 55 63
≦700m 15 28 34 43 57 64 71 81
≦800m 16 31 38 49 64 72 81 94
≦900m 19 36 47 61 79 92 106 123
≦1000m 21 39 54 69 88 102 117 139
≦1100m 21 43 64 81 103 120 136 162
≦1200m 23 47 71 90 115 132 153 182
≦1300m 25 55 85 106 134 154 176 208
≦1400m 28 63 96 120 154 175 198 230
≦1500m 32 69 103 132 168 193 219 255
≦7日 ≦14日 ≦21日 ≦28日 ≦35日 ≦42日 ≦49日 ≦56日
≦100m 1.21 0.65 0.87 0.97 0.73 0.82 0.73 0.80
≦200m 1.08 1.44 1.13 0.98 1.05 1.08 1.03 0.97
≦300m 1.18 1.57 1.36 1.09 1.00 0.95 0.98 0.89
≦400m 1.01 1.29 1.15 0.92 0.86 0.83 0.89 0.88
≦500m 1.28 1.37 1.17 0.95 0.92 0.93 0.95 0.94
≦600m 1.42 1.41 1.18 1.00 0.96 0.93 0.92 0.92
≦700m 1.27 1.27 1.04 0.98 0.98 0.94 0.92 0.92
≦800m 1.06 1.11 0.91 0.88 0.87 0.83 0.83 0.84
≦900m 1.04 1.06 0.93 0.90 0.89 0.88 0.90 0.90
≦1000m 0.97 0.96 0.90 0.85 0.83 0.82 0.83 0.86
≦1100m 0.85 0.93 0.93 0.88 0.85 0.84 0.85 0.88
≦1200m 0.83 0.91 0.93 0.88 0.85 0.83 0.86 0.89
≦1300m 0.82 0.97 1.01 0.94 0.90 0.88 0.89 0.92
≦1400m 0.83 1.00 1.02 0.95 0.93 0.90 0.90 0.91
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